
DiscILSSLOnPapeTNo D97-1

汎アジア圏長期経済統計データベース作成の方法

尾高 塩 之助

April1997

彪ま



1

汎アジアZF長期経済統計データベ-ス作成の方法●

尾 高 地 之 助

1.本瑞のEl的(2)

2.COE形成プロジェク トのあらまし (2)

r艮NJl王妨伏叶｣の浪維するもの

申bホ女体東 としてのSN^

デ-タの様式

成兼としてnJ持されるt)め

成果の兎表形式と書作撫

-/ロジユタ lの勅JL1

3.長瀬系列の字税史的系汁(ll)

長Jq系列の二品稚

付tlと快界

4.推計道具箱(16)

斗位

欠放■

名EIや､米9(也.そしてJE市坪

文山データ

サ~~I.I.ヽJLJL

｢JIjkJa)土筆さ

振放仙Jd(lndcz仙dberProhleJ'ei)

81(A)と托

付加体す

コモJt

フE)-とストック

フE)一･スト7ク▲土と生JERJt

5.LTES利用の可能性(26)

引用文献 (28)

付録 :1968年SNA抜粋(32)

' プロジェクトの作業方針をりlらかにする目的で執堆され､1997年l月10Elの
会議で村議に付 されたもo)であるu予定肘論者 としてコメン トを用意された

石uE 茂 ･川越俊彦の両氏､一般討論のなかで封重な怒兄を寄せられた溝口敏行､
久保庭嵐彰､官JH 努､三重野文l蛸､その他の諸氏に感謝するQ原稿oj人力には､
新美栄子･三上礼子 ･山塊裕子 ･滝沢利美 ･励ノJは 子の諸氏をわずらわ したo



- 2 -

i.本稿の目的

一橋大学経済研究所のCO冗 (rF'核的拠点)形成プロジェク ト (略称 ｢拠点プ

ロ｣)がめざすのは､ それF…I身 として斉合性(consistency)を保つ と同時に､異

なる地域間もしくは異なる時代間で相互に比較可能で､ しか もできるだけ長州間

にわたる長州鯉折統引 (Lortg-Lcm EcoFIOnicStaHStlCS,LTESと略称)を作成 し､

これを全 世界に提供することである｡

本稿は､この企画の意義 (何のために ?)をnJlらかにすると同時に､その限界

をも明確に し､その うえで､上述の鮭済史紙剤編成Ih地の大綱を述べようとする｡

あたか も初心者か先粥諸氏の手をひこうとするごとき試みであるO借越だが､ま

すは自分 自身の頑の並理のために､ しか しIII米持べ く/Uはプロジェク ト非曲の土

俵づ くりを念願 して.,配 した心おぼえ､とで もいった方がよかろう.

なお､農業生産､庵 際貿易､金融制皮､商品分類､およびデータ77イルr帽

方法については､それぞれ独立の手引きをJl]意する予定がある (農業生産につい

ては､川越(1996))を見 られよ)0

2.COE形成プロジェク トのあらまし

｢長期経済統計｣の意味するもの

木研究プロジェク トでいう ｢長)n｣経済統別とはどんな ものか｡

ここにいう ｢長州｣とは､｢1990年を終点とし､叶うかぎり長州Jにわたって遡
及された､連続的な年次時系列｣を意味するO

またここで ｢経抗統引｣とは､ 国民凝析計算 (natlOnalaccounts)の概念枠

組みである SN^ (asystcnofnationalaccountsandsupportlngtables)

に準拠 して構成 された､GD/P (grossdomesticproduct､仙国内生産)､GD

E(grossdoEneStlCeXPCndlture､租国内支山)､これ ら両者の梯成要素､およ
びこれ らと密接に関連する諸系列 (物価 ･賓金 .利子な らびに各種のデフレータ

ー､人口と労働力､油貨残高など)を指すO これ らのうち､枝折価値表示の緒系

列は､いずれ も名 目価(atnon川alorcurrentprices)と実質値(atconstant

orrealprices)との双方を含む｡ 指数系列の場合は､基昨年におけるその絶対

値をあわせて示す｡

串払較女体系 としてのSNA

sN人は､国連統引用を舞台として､ もともとはス トーン(Richard Stone)か

rJl心 となってまとめた､国民経折引井の原畔的勘定体系である｡そのZf日 版は19

53年に､改訂部2版が1968糾 こ､ず っしりと分厚 く群細になった節3版は1993年

にそれぞれ公表された01968iFSN八の解説者には､たとえば､経折企画庁 (19

79､1986a)､倉林 ･作間 (1980)､鈴木 (1980)､小菅 (1996)などがあるbSNlの
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歴史については､投uggles(1991)の解説かある｡

sNAは､1(J90仲代までには多 くの国々に普及 し､ しか も同方式による遡及紋

別 も徐々に盤繊される､にいたったDいまやロシア､If咽 など､かつて祉会主義的

計画経済を雌傾 した報国でも､旧ソ越の理論的拒噂の下に採択された､サ-ビス

の姓済価値を認めないMPS (asystemofmaterlalproductbalances)から､

これを十二分に容認するSNAへ移行する労力か払われている.

以上の状況か らみて､本プロジェク トで も､SNAを踏まえるのかよいoとい

うのは､われわれにとって盤礎的な素材IIJ:､さしあたり各国政Jr7(ないし統計局)

那)71渡 したデータ以外ではあり柑ない｡とりわけ第 2次ILr界大戦後の時期は､統

別のカ･プァレッジからい･'ても糖La:か らいっても､格別の支障かないかきり､政

府かII]意 した国民巌妨引算の紋別を利Jllす るのかEJ紙である｡これ ら政fFl作成の

放引数他か頗EIIjとしてSNAに準拠するのであるか ら､節二次大戦以前の歴史洗

別にあっても､触念的斉合性と迎競牲とを保持するためは､可絶なかきり同一の

概念枠組みを採択すれば好都合であるB

われわれは､1968年のSNAを基準に据えたい｡長州統引作成の目的のために

は､並木的fJ.L給概念を兆有すれIIL十分で､また的凍さを尊ぶか らであるO(しか し､

エネルギー産業の投資概念の違いや地下経済の扱いなど､とりわけ最近時の動向

との捌連では1993年 SNAと1968咋 SNAと対偲吟味する必要 もある.

ちIJ.-みに､遡及的時系列を作成する立場か らみたとき､SNA採択の一つ重要

な帰結は次の2点にある :

(1)国内 (domestic)概念を探Jr]し､国民 (nLLtlOnal)放念によらないこと｡

(li)減価保却 (depreciation)こみの系列を並木とすること｡

(この点に朗する台湾の鐘俄については､僻口 (1996)の叙述があるO)

このうち (1)は､産業迎帆鼓とのかかわ りにおいて国民経済引算体系を作成も
ることの当然の帰結である｡ここで国Pt]とは､ ｢国の政治的な儀土か ら外国公館

および外国0)3Ti隊を除き､領土外に所iL:する当該国の公館および軍隊を加えたも

の｣をいうDところが生産繁栄の提供者には-年以内滞在する外国人などの ｢非

居住者｣ も含まれるから､国内生産の-軸は国内の非居住者にも分配される｡一

国の居住者が(=国民)が受け取ったこれら朝東所得の盆朝か｢国民｣冶生産である｡

ゆえに

GDP十海外か らの要東所得の受取一海外への要素所得の支払;GNP

が成 り立つB央態的には､香油やシンガポールのJ:うに対外取引の比重かとくに大

きいケ-スを除けば､CDPとGNPとa)差は小さいO

他方 (ll)は､何をもって年々生みLLJされる経済価値と考えるかにかかわって

いるo川60年代の欧米経済学非では､ 減価債却を除去 した純 (net)概念 (たと

えば､GNP (81国民生産)ではId.tくNNP (約因民生盛)を中心に据える傾向

があったu減価償却の本質は､l紺色再生産を継続するために必要な､補充的機能
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にあるとみたのである｡減耗を補充する ｢後ろ向き｣の括動を除いて､新 しく創

り｣された価値だけを削ろうとしたので､城価債却部分を差 し引いた ｢純｣部分に

焦点をあわせることになったのである｡

しか し､経済活動の全貌を表現するためには､む しろ机概念を伴うペきだとい

う主張も十分成 り立つ｡ (ちlJ:みに､大川-司らの日本 LTES (後述)は､一

貫 して也概念rfl心の立場をとっていた｡)それだけではなく､減価債却籾を捕取

に削るのは容易でないか ら､純概念の推別はかなりの駅黄を含む可能性があるO

いずれにしても､SN^が純概念へのこだわ りを捨てたのは､舵計作業の立切か

らすれば朗報といってよい｡

なお､1968年 SN^体系の技純的詳細は､I;]録にその抜粋を掲げてある｡

データの分類親串

経済の営みは､ (イ)その活動の内容と､ (ロ)その活動に従那する制度の種

類とによって大別されるD

ます､経済活動(activltleS)は､｢産米｣､｢政治サT-ビス｣､｢対象家引民間非営

利サービス｣､ ｢家耶サービス｣､および ｢家引｣の5つから柵成される｡ちな

みに､ここでいう ｢産兼｣とは､民間召f楽所を観察111位とする生産活動を､産米

ごとに生別した概念である｡われわれのプロジェク トでは､ (非営利軒某所を除

く)産業の分類は､ ｢国際傍神速業分類JI氾概の 3桁分解に準拠 したい｡ 2桁の

産業分類で地域間 ･異時点間の相互比較をするためには､少なくとも3桁水神の

分類が必要だか らである｡なぜなら､分類されるべき対象の属性や態様は､とき

とところによって変動 し､分勅されるべきグループが変化することも柿ではない

からである｡

経済制度は､ ｢法人企業｣､ ｢金融機関｣､ ｢一般政府｣､｢対家引民間非営利

団体｣､および｢家引｣の5分勅か ら成る｡

経折活動の成果は､｢而品 ･サ-ビス｣である ｢洞品 ･サービス｣の分類 (-)

は､生産技術の性格を分新基準とする r標呼l国瞭貿易分類Jをその兆拠とする｡

(付録 1-A-e参照)0両品分類表は､とりわけ国際貿易統引の穀丑のために不

可欠である｡

経済活動に携わる人々の仙可Iの内容に着 日した仕分けが､r職兼｣である｡｢職

業｣の分新基準 (こ)は､ r匡順 標神職兼分類jかある｡職業分類は､とりわけ

第二次大戦後の労働力統別の作業のために重要な手かか りを与える0

本プロジェク トの成果 (最終製栽)をまとめるにあたっては､以上のうち(イ)

活動ベ-スの分類と､(ロ)制度別分類とカ叶 心的な役割を果たすことになろうO

この府､商品分類 (ハ)と職柴分類 (ニ)とは､便宜上､虚業分掛 こよって代啓さ

れる.ただしこの代毛=ま､躯約の作兼があまりにも侶大になるのを防 ぐためのも

ので､概念的に豊富で示唆に宙むさまざまのr･g塔がこれによって覆われてしまう
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危険に留意 しておこうuたとえば､lJf米所は複数の珊品 ･サ-ビスを生産するこ

とbあるし､同一の職兼は複数の産物に散 らばって発見されるO鯉済発展oj理解

のためには､産業､制腔､耐品､職業それぞれの放念を内容にまで立ち入った分析

も必窮である｡ (なお､商品分類と職業分類については､歴史統計におけるその

意劫とP,q燭点とを別の形で論 じたい｡)

チ-タの春風時点

プロジェク トには､火皿の参児時点(ltcferenceYeEIr)が必要になる｡一般には､

できるだけ救新のil-1次 (センサス咋次など)をとるのか適例であるか､われわれ

の紙剤は歴史に遡ると同時に節二次大鵬後をも舶∫d:する必要かあるところか ら､

沸二次大概の戦後処艶か一段落を遂げたと考えられる1960年を火遁の参照年とし

て選びたいd

一般に､銃刑1#紬はil三代が新 しくなるほど盤'BfであるO鹿近時と同 じ範囲で歴

史統引を収兆することはとても川米ないD しか し､過去0)時点で得られる統計情

紬だけで湘足するわけにもいかないuゆえに､長)別紙別系列の作成にあ1こっては､

煉近時点の塵'Gな佃報の一部はLy)り#Jとされ､逆に古い時代の精細で欠落してい

るものの一部はこれを推計する必要が生するであろう (図 1を呑娘)Bこのあた

りのgf情は､成巣の公朗の扮､十分に脱明される必要かあるB

期待される成果

期待されるプロジェク トの研究成兆は､表 1に示す通 りであるO同表に掲げる

GDPの産業別Jj!iEilとは､表2の中分類を並準とするOまたGDEの項目別とは､
表 3の路項を指すd

なお､金融税関の扱いには注意を箪する(付緑I-A-C参腰)｡

金融機関のLJi速活動の評価のためには､ ｢帰属利子｣を計算する必要かあるO

すなわ ち銀行の脇合には､受眼肘産所得-支払利子を伸展利子 とし､これを鼠行

の避山a)一部として計上するのである｡ただ し､こ0)並ILl軸は､同時に他の諸部

fl'Jの小ILil消炎でもあるわけだか ら､全経済活動の付加価値を合算 してGDPを求

めるときには一括払除されな くてはならない (鯉済企画庁1979坤 pp.17卜73を参
)眠)E.

なお､保険業の生産は､保険料の受取と保険金の支払との差額である｡
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図 1.長Jgl統引推定の概念図

時間

(炎拠)川越(1996)､5頁D
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鱗 二 次 大 敵 前 祝 二 次 IJ=晩生小 第二次*触手

a)GDJ':産業別､芽卜(名目)●
b) (来賓)●

じ)側接税(マイナス補助金):産業別､計

d)CDPテ■7レート:産業別､計

e)屈用:産業別､計(男女別)

∫)貸金:逓兼別､計(男女別)

g)ODE:文LLl項 目別､計(名 目)

h) (来賓)

1)CDEテ◆フレ-1-:塀i月別､計

j)要米所相の対外受払

k)物価指数(消費者､卸売)A
1)利子率(7oライムL,-ト､市中金利)

爪L)為替相幼

∩)油井践高く現金･預金)

o)人口と労働力

p)賢本ス トック◆●

(往)● 産米別生産額をあわせて紬告されたいDまた､国民所相 も計算できる

ことが望ましい｡

ちなみに･ 国民所柑 (了Ii切価格穀示)- CDP一固定資本減耗 十海
外からの く桃)安東所得である (衷^2参照)｡

' 主賓商品別物価 (指数)をあわせて報告されたいo

‥ 可能な場合には､推引する.
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表 2.生産の標叩産業分娩

1 農業､狩野it業､林業および漁業

11 度兼および狩mI業

12 林業および伐採兼

13 漁兼

2 鉱業および採石業

21 石炭鉱業

22 原油および天然ガス生産業

23 金属鉱業

29 その他の鉱業

3 製造業

31 食料､飲料およびたばこ製造業

32 線物､衣親および皮蒋工業

33 木材および木非晶動連発 (家具を含む)

34 紙および紙製品Sil進発､印刷および山版紫

35 化学工業割品､石ilh､石炭､ゴムおよびプラスチック澱品水道業

36 非金属鉱物製品製造業 (石71r]および石炭裁品を除 く)

37 第一次金属工業

38 金属EuE'..および機械器具製造兼

39 その他の水遺業

4 78気､ガスおよび水道業

41 罷免､ガスおよび蒸気業

42 水道業および水道供給業

5 建設業

50 建設業

6 卸売業､小売業およびレス トランならびにホテル

61 卸売業

62 小売兼

63 レス トランおよびホテル
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7 迎輪業､倉価業および油侶某

71 迎輪業および倉雌兼

72 i血信業

8 金地兼､保険業､不動産業および'Jf菜サービス発

81 金融戯LW

82 保険業

83 不動産および叫業サービス兼

9 兆同体､社会および個人サービス業

91 -般行政および防術機関

92 衛LJi発および類似サービス業

93 社会および幽迎兆同体サービス業

94 嫉炎おJ:び文化サービス業

95 個人および家1Jfサービス

96 国際搬Lu]およびその他の在外繊uJ

O 分類不胎の産業

00 分類不純の産業
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(従)より詐hllな分類については､別途刊行予定のディスカ ッションペーパーを参照｡
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表3.机国内支山の標弊梢成

l消費支lu

1.1.個人

12.政府 (政府族'Ifg,'支JII)

2国内tn闇定茨木形成

ZJ.民 間

211農林汲業

2I.2鉱工業 (生産者耐久施設)

213土木辿設業

2).4住宅

22政府

3在煉品増加

4.財貨 ･サービスの輪山

5.(控除)財津 .サー ビスの輸入

6市外か らの安東JyT紺

7 (蛙除)梅外への要素所持
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成果の発表形式 と著作頼

プロジェク トの研究成果ならびに成兜を導 くために班われた方法は､適切な時

)uH= (しか しできるだけ早 く)､山版物 (Jnt子体)IJ･らひに乾子脚 本情報 として

公純する予定であるuまた､作業に利m した統引削 1等は､これを一橋大学妊済

研究所に保管 して学術的利用に供するu

研光成果 (統計系列等)の公剛 こあたっては､著 作者 (研先威光の著者 :具体

的には､研究分拙者 .研究仏力者等)0)氏名を､当該系列等に近接す る箇所に明

示する｡

Dt兜成巣の-部 として､あるいは研究成姓作成の過程で､先行研究成果 .業顔

等を利Jlけ るときlこは､当該成果 (発出)等の著作権 .川版権を尊重するOすな

わち､この際には､

(1)著 作者本人の許諾と著作者名の明記､

(2)著作者か作業中のデータ等については､その公表後に引JTi､

(3)引)11に際 して必輩Ii-切合には､使)昨 l金 (著 作権料等)を支払 う､

の三頗別を遵守･する｡

プロジェク トの効用

何のための長JUJ錐済統引か?その筈は､人にJ:ってさまざまであろう｡

当プロジェク トの直接0)日雌は､さしあた り､川来 るだけ客観的 (あるいは､

価舷･I.立的(yalueneutrill)なデータ ･77イルを編成するところにあ り､その

成果は､多種多様の 目的に役立つのか望ましい し､gf炎そ うなると予想 されるu

しか し同IJ#に､プロジLク ト･メンバーの理解を･深め､またP,.rJ雌意識を共有す

るためには､プロジェク ト代表者 (tj-らぴに幹3Jf)か､それぞIl.か抱 く (個人的

な関心を含めた)学f和的 ヴィジョンを明 らかにするのは有益か もしれない｡/そこ

で代表者についていえば､作成 されたデータ ･ファイルは､広域ア ジア比較数且

鮭防火を叙述する材料 として利用 したい.ちなみに､ここで数丑経済史 と呼ぶの

は､さしあた り中村(1(J93)が描 くイメージと親近性かあることをい ってお こう

(なお､第 5節のIut刊文献 リス ト古参偲 されたい)a

3.長期系列の苧脱史的系汁

長期系列の二系沖

LTESの有I11性は､われわれが火有する既存の知的財産 によってすでに十分

証明すみであるQLTESとしてここで念頭に浮かべているの は､た とえば､
(A)

Feinsteln.ChzlrlesIl 1972 NatlDI)aJJl7COme,ExpendlluTeandOutputoF
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Ll7eunitedKlngdonl,1855-1965･ Canbrldge･CambrldgeUnivcrsltyPress･

KendrlCk,John Y 196Ⅰ. I't'OductlVlty Trends lntheUnlHedStates.A

NaER.Study.PL.inceton PrlnCetOnUniversityPress.

久保 亨 1995 r小国経折100irlの辞み ;統計群別で見る,fl回近現代凝析史｣節

2版.福岡fff･創研flI版.

Kuznets.Simon. ŝsIStedbyEllZZJbctJIJcrlks.1961 Capltall'ntheJnleL'ican

EconoDly, ItsFoz-pTaHonandl･11naTLClng.A NDE.冗,Study. 1'rinceton:

PrincctonUnlVCrSityPress.

laddison,ingus 1995. XonlHOrlngu7eYorJdEconopluYJ820-1992 T'arlS･

OF,.C.D.

溝口敏行 .梅村又次(描).1988.｢IEIET木椀民地経折統計､推引と分析J東京 :莱

洋経済新報社.

Xukherjee,Y.1969.Nat∫onalIncomeoflI7dla,TTendsat7dStructure.Cal-
cutta:StatlSltCalPublishingSociety.

大川-司･篠原三代平.梅村又次(編) 1965-88.r長期経済統引､推引と分析1

13巻.東京 :束秤経済新報祉 (英文要旨 :Ohkay.i,KazusJli and Xiyohei

Shinohara.Eds. vitJILarryKelSSner.1979 J)atteTnSOfJapaneseEcon-

oJMCDevelopmel7t.AOLJantltallVeJppralSal.NewlIavenandLoTldon:Yale

UnlVerSityPress).

などの兼雄である｡

長期の歴史統計を精力的に揺蒸 して世に提供 した ものには､上記の結集旗のほ

かにも､

(B)

朝 E]新聞社 1930.r日本耗済統引総覧J大阪 :朝 日新聞社.

後藤新一 1970. rEF木の金融統引J東京 :東津軽折新報祉

yinakir.ravelA ed EdltCdandTranslatedbyGregoryL Freeze.1994.

TheRLtSSJ'aTTFarEas√,AnEconoJWl'cIlandbook. r̂nork,N.Y.'lndLondon:

Y.E Sharpe(望月喜市･永山月別 (監釈).1994.rロシア使東経済総覧｣東京 ･

東洋経済新托祉).

yitchell,a.R..WiththeCollaborationoEPhylllSDeane.1962. Jbstrac亡

oFDTISlthIlistoTl'calStatlSlics.Cambridge:CambridgeUnlVerSltyPros

ち

yitchell,B.TL andll C Jcrnes.1971 SecondJbstTaCtOfRrl'sl'th/ll'sto-

L･icaJSraflStl'cs.Cabmrldge:CambridgeUniversltyPress.

yltChell. TL TZ 1992.lnteL･natlonallllStOLllCalStatlStlCS;EltL-ODE1750-

]988.3rded.London･Yacnlllan.
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NilcJIell, u J亡.1993･fJ7teL･nLZriunaJllistoI･,CZLISlatlsEICS･･TheJLUe'lCaS

17501988.巴nded.London.XLICmilliLn.

JlrChcll.8.I(.1995.JnteL.natlDnalJJIStOL-1CaJSEaE,stlCS;JlfllCa･Asユa
andOceania1750-1988 2ndeditlOn.London･･Jacnl111iln･

l]本税行統計Ja.1966.r明治以降本邦主弥縫折紙引J火京 :日本銀行統計局
大内兵術 (監修) 1958,r日本耗済統引地-明治大正昭利J三は京 .･El本評論社
労働迎動史料築見合 1959.rE1本労働運動史料､邦十歯､班別滴 j 東京 ･労働
迦勤史料刊行委且会.

始BJ宇統引周 (監修).1985.r国勢調査非大成､人口統計総覧J 東京 :東洋耗済
新報社.

統計庶務庁統計局 (監修).1987-88.FEI本長桝統引総覧J5巷･東京 日本統計

脱会.

北洋経済新報杜.1927.r明治大IIE国勢盆覧｣氷京 .東洋鐘済新報社.
東洋足済新報牡.1935.rEL本貿易梢覧｣束京 :東洋鐘紡新和杜
米梓経済新報牡.1980 r昭和国勢総覧｣上下 双肩 束洋経済新報祉
U.S.°ept ofCoJnmerCe,βureauoftheCellSuSJ965./llSl0(1calSEatlsEIcs

oftheI/nlledSEaEes.CDlonialTJmeStOJ957.Conrl〃uatjoI7tOJ962and

Reyls1-0ns YashlngtOn.D.C･US.GovernJnentPrin【lngOfflCe.

Urquhart,y.C.andX,A.Buckler 1965 I/lStOrlCalSraLIstlcsoFCaJ7ada,

Ca皿bridge.

IJ.-どがあ り､それぞれにユニ-クで有用であるけれども､ (A)群の結業嶺に比

べると､できるだけ多 くの統別系列を収録するという方針o)もとに嬉まれたもの

で､PJ】碓な-定の他念枠組み(friMLeOfreference)の下に報娩引与統合 したもの

ではなく､歴史統計の百科叫火という感が強い｡

われわれのプロジェク トが 目指すのは､ (A)群の一種であるDこのグループ

の業鎖は､その下淑さとして､節 2次世界大観をはさんで､ ヒックス(HlCks 19

42)､ ミー ドおよびス トーン(XeadcandStone1948)､クズネ ッツ(XuZnetS1959.

1966,1971)等が唱導 した､マクロの国民鯉済別称 (祉会会引sociとllaccountsと

もいう)の概念体系をもつというJk皿の特徴がある｡たとえば､クズネ yツの学

r川的兼鎖は､国民所相の勘定体系を背涙に､政のいわゆるMl三G (JWderneco-

rlOmlCgrOVLh､ 近代経済成長)を叙述する紋別を作成するところに力 点かおかれ

ている｡ちなみに彼が近代経済成長というのは､人口の継続的増加の状態のもと

で､科学技術の威光を意表故的にl&り入れつつ展開される持続的な経済成長のこと

である(XuzlletS1966.ch.1)A

クズネッツが推進 したマクロの経済統計 (国民経済計算､国民所得勘定､社会

会引)は､ケイ ンズ革命以降､とりわけ第 2次ILr罪大戦後､OECD加盟諸国を

lJIJ山こ仕掛 こ広まったものであるDつまり､その普及は､ケイ ンズ患済芋の到来
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をきっかけとしていることが注意されるべきであろうO

もっとも､この意味でのマクロ的考察は､別にクズネ ッツのItlJ売特許ではない

し､ケインズ以後にかきったものでもない｡同様の考察はすでにアダム ･スミス

に始まっているOそれだけではないDマクロlli位o)雑折バランスを考えたという

ことならJ･B ･･L,イもそうだ し､カ-ル .マルクスのfTi生産敦式もしか りであ

る｡近代統引学の分野でいうなら､ウイリアム ･ペティの政治界術もまさしくマ

クロ的な考察の帰結 として誕LJiしたのであったVウィクセル､リス トなどをも含

めて､ヨーロッパの枝折学には同様の傾向がみられる｡ワルラスらが一般均執i論

を生み出したときにも､アプローチは異なるとはいえ､祉会全体の経済バランス

か考え られていたという点では､マクロ的IJ:考察と1TLC関係ではない｡ もともと耗

折学は､天下国家を約ずる学則(ポリティカル ･エコノミー)として山発 したの
だから､マクロ的傾向はその体系の基本的特徴の一つであったDそれは､すでに

重商主義の時代について もすでにあてはまる ｢政治計井｣の一･表現だったのであ

る｡

このように考えると､マクロ的視角は､経済学の木質にかかわるものだといっ

てもよい｡その起源は､む しろきわめて古 く､か くペつ近代の国民国家に対象が

かぎられるわけではない.'｡いずれにゼよ､国民所得なる概念は､ケインズ耗折

学の申売物ではないOにもかかわらず､国民経済計井の勘定体系がもっと早 く作

られなかったのは､経済学の栄えたのかアングロ ･アメリカ世界中心で､そこで

は自緋的な市場による暗黙の秩序が当然のこととされ､マクロ的な経折政策 (と

りわけ金融 .財政政策)やその道具の艶備にとりたてて努力する必要を認めなか

ったためかもしれない｡

前提と限界

それはともか く､国民経済引算は (クズネ ッツの仕邸を含めて)､国民国家の

存立を暗黙の前提としている｡利JT]されるデータは､マクロ経済政策 と密接に甜

連する政府の指定統引であるo考察 も国即位に行われる(その意味での ｢マクロ｣

統計である)o

いま一つ､国民妊折計井体系にとって重要かつ不可欠の前提は､印鳩価格(fTi
項目こよる鐘済価値の評価)がその道具lJLてたという点である｡経済学の主題は価

格の分析にあるのだから､これは当然といっていいOその結果 として､油借711堵

いさしづめここで想起されるのは､シュンペーターの学説史であるDそれは､舌

代に始まっている｡彼によれば､経済学の始祖はス ミスやセイではな く､もっと

古 くアリス トテ レス等々にまで遡 らな くてはならない｡家政学やカメラリズムな

ども､広い意味の経済学に含まれることになる｡
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lk引の対象とされない もの (たとえば家1-JL労働)は引港外におかれ る し､逆に､

lJ.金的に本来不必要あるいは有沓な もので も711)出で売月 されれば計上 される｡祉

会主我のように計画経済であった地合にも､臓制上の了li切評仙 (引算価格)か価

併進準の一つ として韮少な役割を与え られるのであって､そのかぎりで価値引算

が当地成立す る'20 (もっとも､印掛 E･心 とはい って も､非fl･A鳩 目的的な肘 ･サ

ー ビスの7&引か金 く伽視 されているわけではもちろんない｡)

ともあれ国民紅済計掛 ま､原則的に以上の二つの､容易に受払を許 さIJ1-い強い

主張の上に成立 している0回氏姓済計井o)窓掛 IJ:ここにあ り､その限界 もまたこ

こにある･J｡だが､われわれは急いでつけ加えてよいだろう｡それは､国民国家

の概念は範凹の典なる他の地理的 くくり方に も応JHできるということであ り､さ

らにまた､7fi城取引の放念か ら発 して疑似的な市域佃伯.a)戯念の採用 も可能だと

い うことであるU妖言すれば､国民鯉済引井の報概念は､ (一定の限定つきでで

はあるが)ある程腔の柔軟性を もって伸び縮みするOたとえば､ある地域か組氏

地 として他国の統治下にあったとして も､その地域の経済に失態上のまとまりが

あ り､これi･便宜上一つの独立的経済lu位 として扱 って も意味かあると判断 され

るならば､EI伯によっては､これを宗主国 とは別の鮭済体系 として扱 う積極的な

型山か成 り立つO

他17-､市域経済の展朗 という点ではIt:較rrt)原初的IJ:社会の経済活動 も､経済発

展 という観点か ら固有の歴史的 ･祉会的斗r情にJE到lj:御意を払いつつ吟味するの

であれば､ (JTl]-切放引に垣はかかわ らない部分まで も含めて)経済計算0)対象 と

◆2なお､ レオ ンティエ フの座業迎Lkほ は､このような価値概念 とは独立の､純粋

に技術的な ｢投入-塵 ill(IO)的係｣を表現するものだと言われるか もしれな

い｡た しかに､ 10表は､モノやサー ビスを作るときの材料 (1)と産 ttI物 (0)
との間の技純的 ･物的関係 (たとえば､一人IがJLのプ レーン ･オム レツを作 るため

には最低 2個の鶏卵か必輩だというような)に立脚 している｡けれ ども､ 10の
関係を､ある程度の姓引 レグェルで (たとえば産業小分類段階で)表現 しようと

すれば､ Iと0とのそれぞれを価倍額で表現するほかはない. (価値尺度は､皆

幣でな くても､労働や貸銅肘Ij:どで もいいD)だか ら､微小 ミクロの 10朗係は

別 として､ある桂皮の兆引的 IOt均係を表現 しようとするな ら､経済価値の助 け

を借 りるほかはない｡つまり､純粋o)PJi諭lrulit夕日ま別 として､現実 に迫るための

概念操作は､価値概念 と1AE朗係ではあ り得ないのであるO

‥限界か明瓜なのは､む しろ一つの長所だというべきである｡
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して も十分意味のある場合がある日｡

これを要するに､国民経済計井は､完全に没仰価的 (ycrtErcl)ではIi:いし､

いかなる意味で も唯一絶対のものではないbそれのみならず､明瞭な限定のもと

でその意味がもっとも明椛な体系である｡だから､厳舵に言えば､この種のEE井

に社会的何倍があるのは､その結果に対してわれわれか祉会経折的な意味を与え

得るときに限 られるといって もよい｡

しかし､本プロジェク トの先,梅の粗いは､必ず しも国民疑抗引算の枠に縛 られ

るものではないO広域アジアの経済発展過程を-屈探 く理解するために､むしろ

これらの前提と限界とをつきぬけることこそが期待される｡

4,推計道具蒋

この節では､統計系列の作成や推定のための参考事項を記すことにする｡これ

らのなかには､筆者の見解にすぎないものも含まれており､いずれにしても体系

的に展開された ものではないことをあらか じめ斬っておきたい｡なお､Tukey

(1977)や FIoud(lg79)およびその勅封には､研究作業にとって参考になるところ

かあるかもしれない｡

E3152

統計データを採取 ･軽理するにあたって､そのiti位を明記することはいうまで

もない｡さらに､最終成果として報告される際のデ-タのiti位は､時系列的かつ

国際的に比較が容易なように､たとえは年次については西洋暦年に､物見につい

てはメー トル法で､建済価値については節二次大軌後 (1960年代以降)の袋幣蓑

言己に､それぞれ統一する0

回民国家における月1位の統一は､経済圏の勢力範問だけではなく政治力の強さ

と深い関係がある｡ E]本でも､明治初Lf･には各地の物鹿表記やその叫位はバラバ

ラで､その統一には時間がかかったことが想起される｡統一神位に転換するのは､

ときに調査を要する場合もあり､その原には､調査の結果 (つまり､神位換舞鼓)

を研究ノー トとして残すのか望ましい｡

欠鎌首

統計値には虫 くいの穴があることかある｡調査がされなかった場合はもちろん

であるが､不注意によって記録もれや統別の紛失が発生することもある｡統計作

=現代にあっても､たとえは腰兼JJi産物の白家消費分は､市場へは提供されない

けJl.ども国民経折別井で掌握されるし､持ち家の家賃は､ (市場でめ相場を勘案

して)帰属家賃を推定のうえ加算する辿て前である｡
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成省側のPJi山によって､特定の数値が故意に公表さ寸1ない城合 もある (サ ンプル

規故か小さいときに､プライヴ7シー保護をEl的とするなど)A

しか し､時系列統計の推別にとっては､数値は迎続的に柑 られることが望まし

く､血 くいだらけでは利JT)に不便であるか ら､欠組値は梅力これを埋める努 力を

するのか当然の基本方針である.

欠姐値を埋めるために､特別の手だてがあるわけではない〇一番鴨坤fi:のは単

純な内抑(iElterPOl壬Ition)であるo これは､シリ-ズの途中にポ ッカとあいた穴

を､その値前 ･直後の仙fu沖 ､年々等糞 (もしくは等比)による変化を仮定 して

接続する方班である●SD

たがいに律接に連係 して動 く二系列があるJk合には､欠姐値は､総接 した相手

の数値の軌書にあわせて揃 うことも考えられようB系列の開始ないし最終値か欠
けているときにこれを埋めるのは､偶ゲタの片方がIj-いだけにちょっと寛釆tj:い

か､必婆とあれば､欠損直前数利 和と同一が F均成長率を仮定 して延良 (外挿､

extrapolate)する等の方法もあるO

名目催､実質せ､そ して歩風(refereJICe)年

肘サービスの生迩 ･消炎の時系列紋別の解釈やその (国瞭)此掛 こあたって間

REI-となるのは､名目と失噺との区別であるO物仙変動をどう扱うか､のfiiJ題かこ

れであるB価価表示o)系列は､当然名 El､央解の双方で表現されな くてほならfJ.-

いQ もしこれ らが指数の形で現わされるのであれば､基準年次におけるその貨解

離 も同時に紀城される必要がある｡

参児LI'･に何irlをとるかは一義的にきめられるl川個ではなく､その決定には何が

しかの冶意性を伴 うが､とりあえず､戦前については1934/36年を､戦後につい

ては1960年を探JFlしたい｡ (戦I打の､もっとも71jい特例についていま一つ基準年

か必封だとすれば､邦一次1Lr界大概直前の好況州という意妹で1913年を選ぶこと

か考え られようbこれ ら三時点は､いずれ も日本 LTESが基準年として逮んだ

咋次である｡それぞれか､比較的安定 した好況JyJであるという共通の特徴をもつO)

支出データ

文Luに朗する抵接的なデ-タは､もちろんそれぞれoj鯉済主体の会計簿 (支出

記録)から求めるのか一番よいbすなわち､家計沖 もしくは企業iLl肋などがこれ

であるO資料的には､Inl1-着は家引調査 (fan)ユlybudgetsurvey､El本では都市勤

労ILr裾と戯村lit輔として別々に央施される)､後者は企業統計 (現代の日本では

'ふこれらの操作を尖施 した艇には､その趣旨だけではな く､その方軌 こついても

具体的かつ十分詳細に注記 しておく必資かある｡
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工業統計表
､
法人企業紋別さらには有価紀券報告者など)から求められるO
これ

らは必ずしも全数調査ではなく
､
またBlによっては梅坪一
調査されるとは限らないD
しかし
､
仮にそのような不僻があるとしても､
きわめて度重な紋別情報であるの

は間速いかないO
たとえば家引調査からは
､
坦重なサ-ビス,屈,El
(教育費
､
文化

娯楽費
､
個人サービス姥等々)への文山初を求めることかできるし､
生産の統計

からは柑勅い商菓マージンも含まれている.,

一般に､
企業会引関連の相和は､
これを人手するのか他jliではない｡
もちろん
､
弟一次的には､
政lfJ('fl央もしくは地方)が定桝的に収姓する官庁統計を利用す

る努力が払われねばならない
｡
しかし
､
歴史統別の場合は
､
企兼の記録がある場

合には揖橿的にこれを利JT]する工夫か拭みられてよい｡
もっとも､
代表的な大企

業ならばともかく
､
中小企業や
､
家内工櫨の場合には
､
古い時代には大福帳程度

の記録すら放されていIJ.
tいのか皿瀕である｡
だがその場合でも
､
代表的な企業の

情報が得られるならば
､
それを核として
､
適宜その数値をふくらませた椎引を拭

みる意義は十分にある
｡
(余談だが
､
西川(1995)によると､EI
本の大福帳的簿記

システムのなかにも､
複式符記的金引論理への志向かすでに認められるという｡
)

サービス産兼

サービス産業の生産頓は､
頭の痛い最大の分野の一つであるpこの
事夫は
､
統

引鯛査か軽晒された現代の和国の場合も変わらないo
しかし
､こ
れらの国でも､
ちょっと時代を遡ると､
推別の根拠とすべきLJi産(ないし支Lu)の直接の賀料が

全く存在しない場合も珍しくない
D
もつとも､
輸送紫
､
j血侶焚
､エ
ネルギー史などの場合には､
それぞれの産業か

自然独占体であることが多いので､
当舷の企業諾己録を利JT]すればある程度は必要

な情報か得られるO(たとえば鉄道収入は､
路線延長キロ数､
列iri避転頻JR､
そ

れぞれの稼動率(平均逆転距練など)等を採mして推定することかできよう｡
)

教育費の一郎は､
学校数
､
生徒数
､
教師数
､
推定投集料などを放って求めること

ができる
｡
しかし
､
商業サービス一般については､
金融保険不動産業も含めて
､
店舗数と

従業者数とを基礎とし
､
それぞれに推定商業マージンならびに賃金を乗ずるなど

によって推定しなくてはなるまい｡
こうして
､
ともかくも名目ベースのサービスJJi産額系列が求められたとしても､
その実質額をいかにして推計するかは､い
ま一つ頑が痛い郵屈であるa

産井分類の内容転秩

工業化の初期に､
｢雑業｣とか｢雑工業｣とか｢その他の職業｣とかいうたぐ

いの表現で一括されて､
統引杏の片隅に押しやられているもろもろの活動のなか

には
､
意外に重要で触視できないものが含まれていることがある｡
それらか｢雑｣
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とか ｢その他｣などと分淑されているのは､そ0)刷 tのin念に･ERらせば｢正統的｣

(｢主流的｣)な活動でなかったり､あるいはまだ らの珍 しく1ま/Uの僅か しか存
准 しなか った等々の削 -で､当時の分数原則では盤BJiしかねたか らにすぎ机 ､そ

の意味では､ ｢剃り はまさに ｢ガラクタ｣にすぎないo

けれども､時代の変 りElには､ ｢ガラクタ｣としか認識されIiい もののなかに

こそ､次の時代を担う賀来が含まれている可fLE性 も少なくIJl-いuあるいは逆に､

.llE米工業の上部としてさしあたり ｢雑業｣ として分数 されたものの､その後本格

的な工業か始まるまでの移行)VHこは､-崎JULとはいえきわめて垂斐IJl一役割を果た

すことになる分野 もあるかもしれない (工芸品とか玩具Ij:ど)a

同様のことは､ ｢鉱業｣や ｢化学｣工米についても禿見されようo鉱業は､工業

化以前か らの永い歴史を もっているので､初肋における工産活動 - たとえば

金屑品数造､也械棚修など - の少なか らぬ部分は､潜在的にここに発見され

ることがある｡

ちなみに､祁修とか修整とかは､厳密にいえばモノの生産ではな く､む しろサ

ービス業であるO しか し､だか らといってこれらを工業に含めないわけにもいか

ないuMとサービスLJi並 との1仏日こ本質的な蓋を回 し難い型111がここにもあるO

っいでにいえは､工業活動のなかには､栄樹ない し小畑単品の工程加工のみを

受牲するものがある｡これも､新 しいモノを作るというよりは､特殊専門的なサ

ービスを切り売 りしているというにふさわ しいD

他方､ r化学｣の概念は､近代後JgJの火アジアの紬馴 こおいては､きわめて広

い範uElの諸活動を朋維するので往麓か肝要である｡ (並弟分新の根拠にやや斉合

性を欠 く部分 もあるかもしれないu)原材料を､物PJi的な力によって変形 ･加工

･塑脱するのか機械工業で､光 .払 ･英品などによって化学変化を施すのを巣と

するのか化学工兼であるとすれば､梢鍬某は並木的には紙戯化学工業だ し､化学

弧細産業はもちろんのこと､食品1-.業のあるものも化学工兼といえるD (事実､

日本では､食塩LJi姓は化学工業に分刺されていたことがあるu)便遺業 も広義o)

化学工業であるQ皮革艇避 も化学工業に分数されていることがあるa

しか しなが ら､連発分類の歴史をみると､ ｢化学工業｣のrTt味は時聞かたつに

つれて次蹄に分化 し､肘そのものの用途や性格などか ら判定 して別立てのグルー

プとして独立させられるものか相つき､現代における (挟我の)化学工業の分数

か成立するにいたったのである｡今後 も､分子化学や分子生物学､物性学などの

進展に伴い､ ｢化学｣の内容はさらに分化 もしくは統合を遂げる可能性か十分に

ある.

指数閉居(IndexNuJlberProblens)

指数を作成するときは､強引操作か避けられないOわれわれの場合のように､

い くつかの価品サービスや複数の産業をまとめた架計量を故わ ざるをえないとき
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には､数量な らびに価格の加重平均を作ってこれを観察す る操作が必至であるD

ところが開発の過程では､当然のことなが ら商品構成や産業価進が変わるD7!;

い財サー ビスで廃す るものがあ り､新種の穀品が登場す ることもある｡同名であ

って も品質か変わった り､材料か改善 した りすることはもちろん､ しばしばみ ら

れる｡ したか って､何をウェイ トに仕 って加重平均を作るかはく引算の結果に大

きな影響をもつだけでな く､数倍の意味にも重要な変化をもた らす (いわゆる指

数閃屈 ;なお､大口(1980)を も参照)｡

この難問は､ディヴィジア(T)iyisia)指数を使 うことによって解決す ることが

できる (AllenJ975を参照)｡ しか し､歴史統計については各年ごとのウェイ ト

は使えない場合が多いので､固定 ウェイ ト桁数を利mする場合 も依然 として少な

くないだろうOこの意味では､指数問題かすべて解消 したわけではない｡国際比

較可能のためには､商品の標神化が必要だ という問周 もある (KurEIbayasElland

SakulTla(1990)を参照)｡

租 (冶)と純

El常感某では､粗野であるよりは純朴である方かいいとされる｡ しか し､国民

経済引井では､ このどちらもが重要である｡それ どころか､ ｢純(net)｣よりも

｢也(gross)｣こそ興味かあるという場合 もある｡

｢租｣ というのは､減価債却 (D)こみという意味である｡ くその意味で､ El
本の官庁関係で採用 されている ｢総｣よりは ｢粗｣の方が適当であるOちなみに､

かつて篠原三代平教授が経済企画庁で ｢粗｣の安当性を主張されたのに､その主

張は通 らなか ったとのことであるO)

Dは､物的生産施設の物理的ないし経済的摩耗 (obsolescence)に対処するた

め､つまり単純7Ti生産を保言JlIするために行われるものなのだか ら､その意味では

いわば ｢後むき｣の活動である｡新 しく生みLLIされた経妨価価 という点か らすれ

ば､Dを除去 した残 り､つまり純概念 (たとえばGDPではな くNDP)こそか

肝要だということになる｡ しか し､娃折のパ ワーを総合的に把えるという点か ら

すれば､ Dも含めた粗概念こそがふさわしいと考え られる｡

梅坪の生産物のなかには､Dに充て られ る部分が当然含まれている｡侮年の生

産物の一部を取 りのけて Dに充当するのか D投資 というわけである｡ ところか､

Dを推定するのはそう統坤ではない｡

元来Dは､税務に探 くかかわっていて､税放上､設備や構築物の種熱や 目的に

よって晦年これに充当できる上限街がきまっている (すなわち､法定償却速度か

定め られている)｡その界Lll公式には､大別 して定率法 と定額法との二種額かあ
る｡算定の基礎 として､ lく0)沖価を班うかそれとも代替品(Leplacement)の購入

価格を使うかによって､引算結果は大いに異なるD

そのようなわけだか ら､ややこしい言t算を して苦労の結果求めたNDPよりも､
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GDPの方が数億 として確か らしいという胤悦がLJiまれるのはもっともなことで

ぁるOかつては､純放念か欧米の主流であったが､最近0)SNAや世辞銀行の紋

別でもっぱら組概念 (Gop)が馴 ほ れているのは､同じ様な感想がその背後

にあったのか もしれない｡

ともあれ､純投資(netlnVeStment･Inet)とは､-iI=･槻0)うちにLl じた純資本

ス トック (lく1)の増分のうちか ら､前納の純賀本ス トック且を除去 した残 りで
ある｡すなわち､

In-LL;X L - XL- ■ ｡
純投封は､FJi糸目馴こは負伸をとることもあり得る｡さらに､か りに1日tかプラ

スであったとして も､その全部が初めて鵬托された分野等へ0) ｢新｣投賀 (new

.nvestn.ent∫ n･いか ら成るのではないoEuE存の地産耐久設備 (後tli)(PDE､

producers･du▲･ableequlPment)の拡張や､性能がすすんだヨリ高価fi:設備への乗

りかえや､.if故等で焔放 した機普芽辿造物0)-(巧拙なども含まれるuつまり1日Lは､

l･L･Yよりも広義の概念である (銃刑上は､ l̀■●Yのみをマクロ的に検出するのは

難 しい｡)

付加価債

国民経済別井の長州経済統計は､それか完成 したrJnこは､おおよそ表 lの内容

をもつOこれらは､凍抗の歴史を辿る上で､どれも必繋な情報ばか りであるから､

これ らのシリーズか相互に符合的な (矛盾 LIlい)形で提供されるのは､アジア

経済史の研先 .分析のために不可欠だといわなくてはならない｡これ らの情緒か

あれば､経済の押LJi産経造､貿易畑進､産業構造等々を初めとする各種の構造分

析か可経になる.,

ところで､表 1において､生産活動が農薬､鉱業､エ兼等 々の産業分茄別にま

とめられ､それ らを合弁する形で国内JJi産の給餌が求められているのには重要な

悠妹があるu つまり､それぞれの産業内部における (産業f臼卜 企業ftilの)相互淑

引は相投され､さらに他部f.']やWLi外か ら鵬入された原材料や小fhL)製品ti-とは差 し

引かれているDすなわち､ここにいうLJi座高とは､国内産業のそれぞれか (一年

FuH=)新たに作りだ した付加l価値の合剤なのである日｡

この丑妹でのiLi座高は､個々の企発やIJ1-米所でいう (ミクロの意味での)生産

高とはずいぶん違 う｡エ城の生産高といえば山街商と製品在Jj牢とoj合計であって､

◆6付加価伯の合剤は､規模の姓粥か仔AlXしない場合には､つまるところ､各産業

に働 く生産安東 (労働､資本､土地など)に対 して支払われた報酬oj超額に等 し

い｡この点は､モノの生産 もサービスのLJi産 もまった く変わるところがない｡モ

ノの生産 とサー-ビスの生産 とを区別 し難い理由かここにもある｡
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その中には原材料資や部品購入代金も含まれているDこれ
に対 して､兆計量にお

りる (マクロの意味での)生産高とは､二重別井を回避す
る操作を経たうえでの

数値である｡flj荷鞭か ら (粗)Il川日伽佃Aを求めるこの操作はち
ょっとやっかいで

あるけれども､経折のfriLLi産柵地を知るためには避ける
ことができないo なぜな

ら､経済内部で生産の迂回政が向上すればするほど､あるいはまた分業による協

業か盛んになればT3:るほど､企J&同取引も盛んになる (
したがってrl･間生産物の

且もまた増える)か らである◆丁｡そして迂回皮の上昇は､
繰折発展の特'･jgの鵜的

な表現の一つである｡

付加価値は､経折分析にはきわめて重要な教化だけれど
も､企兼経営にとって

は必ず しも邦一義的TJ.t意味をもつ捕縄ではないOだから､
その収集に国対tが伴う

のは不思議ではない｡

付加価値はどのように計井するか｡JJi産の側面からこれ
を求める場合は､次の

定義によればよい :

産業別付加価値研-産業別生産額-産業別中間投入額

-産業別生産研 (1-産業別小間投入率)

-産業別生産頼x産業BIH;J加価値率

ここに､中間投入率-lFl聞投入頼/産業別生産額､また

付加価値率- (1-中間投入串) D

いうまでもないが､I;j加価値がJJ=産秘中に占める割合 (所
柑率と呼ぶ)は､娘

計の程度によってさまざまだし､時とともに変化 もする｡
この借を知るためには､

投入産山構造かわかれば吐想的である｡ もし付加価倍率
を梅坪知るのか困難な場

合には､次善の熊 として､一定の遊準時点 (ベンチマー
ク坤)ごとに所柑串を求

め､ ベ ン≠マークrulのその他は内押(1｡te,pOlati｡n)によって
推定することが考

えられるHBあるいは､ベンチマーク時点における産業別Gr)Pを､
産業別生産

指数を使って縦に引き延ばすという便法もあるが､この方
法では､所柑申不変と

いう暗黙の前提をおいているのはいうまで もない｡

付加価値額の推定は､生産面か らだけではなく､所得､支
山の二面か らも接近

することがLU来るD しか し､貿料の制約を考えるとき､
とりわけ筋二次世界大戦

終了以前の時Jglについては､ほと/Uとの地域において生
産接近か主な批引取柏と

ならざるを得ないであろう｡

ところで､国民経折引算体系における個々の産兼の (理論上の)遮物
(つまり

付加価値)は､そhに対応する値段をもっておらねばな
らない｡そこで､付加朋

'7かつてマルクスは､
この現象をJJi産の有機的構造の高庇化と呼んだ.
'8兆型的な企業の原価別井に関する情報が得られれば､
所得率の借のおよその見

当をつけるぐらいは山来よう｡
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佃の価格をどう求めればよいか という重大な悶嘘が発生するoふつ う､これはダ
ブル .デフレーション地によるほかはId･いとする｡つまり､一方で名 目生産高Q
か ら東野生産商 qを (生産物物価指数 Pで除することにJ=って)/計算 し､他方で
は原料および中ILq生産物療 (名 目)牌入朝Rから同様にして実質額 rを求めてお
いて､その後

(Q-R)/ (q-∫)
をもって付加価値生産物の物価 (デフレーター､光俊には指数の形で表現する)
とみなすのであるb央燃｣こは､ほとん どの場合付Jun価値を枇引するのではないの
だから､これはもちろん蜘制である'BD

なお､産業別付加価値推別の兵際については､姓済企画庁作成の手引筈がある
(鯉済企画庁凝済研究所国民所得却(1986a))o

コモ放

モノの供給ルー トを用途別に追いかけ､その国内最終諾輩を消費か投資かに仕
分けするのかコモ紘 (コモディティー ･フロー法､ conmod･tyfloymethod)で
ある｡この方地では､まず主斐魁.fE.の展終生産高を確定する｡二重引算は取り除
き､輸入高を加算 し､輪LLI高と仕掛..F'n(未完成品)とはもちろJi,除外するOその
うえで､各品目を､その最終用途別に仕分ける｡
たとえば絹織物であれば､輸入品を加え､輪uI品は除いた後､在庫にまわった
もの以外の全.,r]nがその年の消針 こ柴やされたと考えてよいだろうQ ちなみに､在
J糾二は､意図された部分 と意図せざる部分 (すIJ.-わち売れ残 り)とかある｡
たとえば､綿織物品のB,ti料 (木椀)か全点輸入n7.だったとすれば､その商品の
LJl産は､輸入された原料の伽街 と国内でつ け;uJFえ られたfHuJl価値とか ら捕成され
ているわけであるOあるいはまた､輸入鉄鉱石を国内で糾材に加= し､こtl.を材
料として国産の工作機械首魁遺 した場合には､そのLII挿絵街に完成品な らびに部
品の輸入額を加え､同 じく輪tlI商を控除 したあと､国内版売高は生産者耐久設佑
(pDE､producers'durableequipALerlt)として､またLJi産着の手元に残 った分
はPDl三の在雌投勤として､分娩される｡同 じ機械で も､たとえば乗用車の場合
には､分瀬はそのJfl速によって典なり､自家用であれば消費 (耐久消費財consu-

=純粋の対人サービスにおいて､資本酸価か皆jJlEで材料費か顧客 もちである場合
には､付加価値観そのものか取引されているといっていいだろう｡
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TnerS'durables)に､業務用であれば投賀 (1つDE)に､仕分けられる●日｡

同様の丑分けを商品ごとに練 り返 し､その結果得られる数値を積み上げること

によって､その坤の消費額､資本形成 (投歎)額が決定する｡

この推引過程からして明らかなように､コモtt-を利Jllすると善には､消舟(C)

と資本形成 (I)とを同時並行的に井LIIすることによって､これら雨文uj項目相

互間の斉合性を離持するのかか/Uじんである‥ '｡

なお､コモR:の突燈については､経済企画庁作成の手引音がある (経妨企画庁

娃折研死所国民所得部(1986L)))｡佃人柄紫をm_定する作業プロセスのヒントは､篠

原 (1967)か ら絹 られることも多いだろう｡

フローとス トック

GDPか一年間に新 しくL;jけ加わったJJi塵鯛の流長であるのに対 して､ある一

時点現在 (たとえば､今 日の正午)､一定の国に存在する資産の価値総額は､国

富 (natlOnal Wealth)と呼ばれる｡ GDPは流且概念の典型だが､これに対 し

て国有はス トック最の少吐型であるOフローが一定時間のあいだに展開される映像

だとすれば､ス トックは映像の苔棟の一昨間をとらえたスナ ップ写真である｡企

業会ilでいえば､損益左勘定(IncomeStatement)はプロ-概念で､貸借対照塞くbala

ncesheet)はス トック概念に対応する｡

同様に､投資 1はフロー概念であるが､これに対応するス トック概念が資本

(賢本ス トック)Lくで､既述のように､

I. =Kt - Kh l

の関係があるO実際には､同じLといっても､】m首で評価するのか､)的末ではか

るかによって恕視山来ない差が発生する｡

もう一つ重要な例をあげれば､咋々の人口増;UFl衷 (動態人口)はフロ-概念で

あるが､ある一時点における人lj数そのもの (静態人口)はス トック概念である｡

一版に､フロー丑よりはス トック量の言川IJの方がずっとやっかいである｡ス ト

ックは､時間がたつ (ヴィンテージか増える)につれて､利用によって (および

/または技術進捗のために)その価値が減耗するのと､そのfli壌価借にも変化が

'川耐久財か否かは､一昨以上の耐JT]年数をもづとみなされるかどうかで決まる.

秩:1井のための地定耐m咋数は､肘の物理的な寿命の永さとは必ず しも対応 しな

い.たとえは､ワイシャツは数坤にわたって班Jllされるか もしれないか､国民経

済計算上はすべて消費財として扱われる｡

'Hちなみに､ El本LTESの-つの欠点は､その消費と投賀とが (コモ掛 こよっ

て)独立に推引されたために､両項目間の斉合性の保証かないことだという意見

かあるV
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生ずるためである｡

賢本肘でも人的資源でも､原理的には同 じ田丸があるBそれなのに､資本ス ト
ックの方かすっと困難LRが大きいと思われているのは､賢本ス トソク且は推計し
なければ不明であるのに､人的資源の方は人口 (N)という数値か比較的ありふ
れた情報だか らであろうD人的資本の切合は､Kとは適って全員を共通の4i位で
数えて t,さしつかえないと (一見)想われること､それだけでなく､刺 t人には
すべての人は平等である (べきである)という信念かあるために､資本財と同様
の別井を適rrすることに対 して細意識のうちにも抵抗感があるのか もしれないQ
しか し､人仙fE顕も､性別 ･年齢別 ･雌兼別等々によって-J]-鳩価値か微妙に異
なること､同一人であっても歳をとると価値が下落 しやすいこと等を考慮 し､経
折概念としてその冶且を把握 しようとすれば､類本肘の推計にあたって生ずるの
とらJ=うど同種加の兆計問題が苑生するのに気付 くだろうO もっとも､人的賀転
の場合は､ (資本ス トックに比べれば)牝朗別の価偵 (つまり貸金)かかなLり明
雌=こつきとめられるから､引井上の困難かず っと少Iiいとはいえるか もしれない｡

フロー ･ス ト･/クの七会 と生産有数

なぜフローとス トyクとの速いにこだわるかといえば､それにはもちろんちゃ
/.,と理山かあるUまず､ス ト./ク (且)の存在かなければ生産は行われ得ないD
この意味で､ス トックとしてa)LJi並安来は不可欠の存iEである◆日｡ しか し､ス ト
ック (且)と生産且とは必ず しも一対一に対応 しない.ス トソクか存在 しても､そ
れか稼動 しなければフローとしての生産丘はゼロである.
姓逓要素とは元来そのようなものであるのならば､工業の生産函数においても､
ふつ う省略される土地 (L) も表現されIJlくては不釣合である｡ すIiLわち､
Q- ∫ (K､N､ L)●=

国瞭鯉済学者たちは､ リカ- ド以来へクシヤー ･オ リーン定理にいたるまで､
資線状存且と封易の利益 との因果的係を別RB-とし､そのコンテキス トで生産面数
をとりあげてきたDこのなりゆきからみれば､生産函数のargulnentに入るべきも
a)はス トックとしての生産賀来であって､それか供給するところのサ-ビス (フ
ロ-)ではないといえよう｡

そうだとすれば､ちょっとやっかいな閉館がここで発生するO兵務学者は､生

'12この意味で､生産要素としての資本の意義は､ただ存在することが必要なのた
といったlJaavelm0(1960)はた しかに正 しいu
◆HQは､粗生産丑のこともあれば､付ilEl価値で定義される場合 もあるO
もLQか付加価値であるとすれば､説明変数 (arguments)のなかに原料や中間生
産物が加えられていT3:くてはならないC
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産要素の雇用且は､限界生産性かそのJJL虚要素の実質 レンタル ･プライスに等 し

いところに決まるという｡ しか しス トックは､蹄nlJの世界の次元で削られる量で､

一単位ごとに (機械一台とか労働者一人とかいうように)不連続的に咽滅するO

ある瞬間にすべての生産要素が完全雁用の状態にあるとすれば､もはやとの生産
要素も増加させることはできないか ら､生産丑 (Q)もそれ以上変化させること
はできない｡

しか し､この状掛 こあっても､稼動率 (労働強度)を変化させることはできる｡

つまり､ス トック且は不変だが､その下でプロ-の投入Eを変化させることはで

き､それに応 じて生産丑も (微少ではあれ)変化 し得るのである｡この場合も､

ス トyクJLと生産 とは一対一の対応関係にないということになる｡

いずれにせよ､ディメンジョンか合うか らというだけの理由にもとづいて､生

産面教のQとKとをともにフロー長で定義する拭みには閉喝か残されているとい

うべきであろう.

生産函数をめ ぐる議論にス トック概念かつきまとうとすれば､次には､そのス

トックをいかに表現するか (評価するか)か例題となるOというのは､全商品が

単一肘から成るような世界に棲むのでないかきり､それぞれのス トックは､異な

る年齢 ('7ィンティジ)や異なる性能のLJi産安東の集合であって､こJl,を典引す

るためには何 らかの価倍尺皮で表現せざるをえliいか らである.,

5.LTES利用の可相性

長期経済統計 (LTES)を坤備することによって､どのような学問的メリッ

トか期待されるだろうか｡

考えられる利用法は沢山あるO何よりもまず､軽済史を諭ずるための一つの共

通の足場か形成される｡たとえばGDP系列は､それぞれの掌紋に固有の主張を

検定 した り仮説を検証する際の基礎資料として角重な情報を提供するだろう｡そ

れは､研究者各自が､自己の専門的課題を考廉する際の一般的背腰を明示的に描

きLuLたり､コンテキス ト作 りに協力 したりする｡そこで各人は､基本的なイメ

ージや関原を共有 した｣二で､各々自分の個別殊鱈に挑むことになるだろう｡だか

ら､この統引体系は､学閥約兆有財産を作ることによって､知 らず知 らずのうち

に､知的交流の輪をひろげろ文化的活性剤として作FT]すると期待されるD

もっと具体的かつ個別(r:)に､LTESの括mによってはじめて可能になるたぐ

いの研究某親を (は じめて認識する ｢部実｣ の発見も含めて)い くつか想起すれ

ば､LTESを作成する意義もおのずと確認できよう｡以下に記すのは､その一

例である (ヨリ群細な表記は､末尾の文献 リス トに掲示).

Tlutlin,N C 1962. 1ustra11an DoDIeSHcJ'L･Oduct,]nvestJWentand ForeigI7

〉日
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等々｡

6.おわ りに

当プロジェク トの研究成果である統引系列は､ひろ く活用できることを肋持 し

て作成 されるのであiか ら､その対象範紺や性格かできるだけ一般的 (非特定的)

であることか望ま しい｡

しか し他方､推引に従当け る-人々々は､各 自固有の問題意識を持 った研究者

であるか ら､それぞれが各 自のF.I.1題意掛 こ憎 らしてこの1-姉弟に学問的意義を認め､

協力 して くださっているのである｡そこで各人は､おのず と､ 自己の担当する系

列が､全 システムのなかで どのような位鑑を占めるか と同時に､ 自分の深層にと

って どのような意味を もつかを考察する等 々の知的活動に携わることになるだろ

う｡その結果､この作業に跳わ らなければ発見 しなか ったような､あるいは､ 自

明のこととして放催 してあったかよく考察 してみると本格的な追求に借す るとい

うような､新鮮な問題提起に値面することであろう｡

ともあれ､このプロジェク トの推引作業が､それ 自体 として､閑摺発見的な数

々の知的刺激を提供す ることか期待 される｡
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1968年 SNA抜粋

はしがき

a1,財貨サ-ビスの銚姶および班Jf](35)

1-A.財貨サービスの総産山(37)

l-̂ 一且 商品生よの-放免A

1-̂ ･b 市jAでJi禿されIlい責LJl物

1-̂･C 金AL6L帥

ト▲･d -J2政府､および釆汁に事tJ:1る民間非甘利Bl体のサービス

ト -̂e 洋品の分耕

1-a.Fか間消費 (41)

1-B一a jkJEの中叩鵡Jtの定JI

1-8-b 固定六本形成と中M鵡井

1-C.付加価値生産額(42)

1-D.粗資本形成(42)

11D-A.払固定文事形成の定♯

llD-b 克点上のMJd

l-D-a.国定文事形成とIF･肘Lrl*の定凍上の用途点

1-D-A.羊事Jt扱

い D-C.実車的書まとl玉食的Vg!

1-DIE ql苑の1こめの支LLl

l-D-g t一光軸

1-D-h 較固定矢本形成の分頼

1-E.財旗サービスの輪uおよび輸入(47)

§2.生産勘定､消費支rll勘定および資本形成勘定における取引主体(48)

2-A.取引主体の種類(48)

2-A-A. r産3k｣の唯閉

2-̂ -b.金ktL阿

2-A-C.白菜生産
2-A-d 公兆ek朋

2-A-e 非甘利E71件
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2-B 根引の担い=手に関する産米分類および日的分類 (50)
a3.所和文LLl勘定および資本調速勘定(5日
3-A.取引の分類(51)

3-A-zL ai和文tJI肋建

3-A-b 井本Pt遠加兜

3-B 付加価値の柵成安東(52)

3-DILL JiJU巷搬刑

S-a-t) 固定矢本妊Lt

s-a-c M雄株および川肋金 (-収的古称)

3-C.財産所得(54)

3-CIJl -h的足も

8-C-b 利子および酷当垂

3-C-C 井井11および♯押仕ItJl寸
3-D 業主所得(55)

31D-A 民rqの非ft一人 ･非 金丸企jt

3-D-b 故人およびLnf左入企3k

3-E, 貯蓄(56)
3-冗-& 足4

3-E-b 71Jiデ-タ

3-F.純資本移転 (定義上の一般原則)(56)
31G.土地､その他の再生産不可能な有形資産(56)
および特定の加JfZ資産
3-G-zI 土地の捕■人

3-G-b 他に分朝され/1い両生老不可拒な有形実査

3-G-c lk淡dl以外の北形文葺

54.SNA体系における数丑と価格の比較(59)
4-A,比較の種類(59)

･l-̂ -JI.最Jt仕J打に叩する比較

4-∧IB.付加BF甘

4-A-C 本朝的政人

･l-A-A.玉E渉

4-A-e 所持と好事

4-8.価格とコス トの測定(61)
4-a-a 生産者価稲とJK入着m)Vi

4-a-b Xの基本価萌

4-D-C 兼兼所特価叔
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4-C.価格接近法と数丑接近法(62)

4-C-i.銘柄の初速の取扱

4-C-b tl合生itb

4-C-c ZE3&およびjZ始の事1金

4-D.価格指標と敷瓦指標(63)

4-D-A 出生土にBqする光1柑放

4-L)一b jR姑支fLLにBqする故J舟奴

は しかき

ここに収録するのは､1968年版 SNAのうち､拠点プロの作業にとって参考に

なると思われる箇所を抜粋 したものであるQこれ らは､現代における国民経済計

井の手引きとして執堆さJlたものであるか ら､経済史統引作成の指針としては必

要以上に詳細なところも少な くないB しか し､過=虫の系列と現代の系列 とを適切

に接続するためには､技#1'htJかつ詳細な鋭明か必要であろう｡また､これらの叙

述に目を漉すことによって､SN^0)itLいやその他格がいっそう明 らかになると

いう効果かあるQ

以下の抜粋にあたっては､国連洗剤局で公式に採択される直前の1968年 SNA

テキス トの邦文版日を､最終版.2と偲合 したうえで利Jl]したO前者のほうが､S

NAの粗いとするところをヨI)直裁かつ率酒に鼓現 していると判断 したか らであ

る｡

なお､1993年SNAは､1968年版よりも一層大かか りなものになって別途公刊

されている日｡

.LU～.StatlStlCa10fflCe.1968.ProposalsfoL･tJleHevISlonoitheS〟d.19

52.N.Y.:U.N (邦訳 : 1968 r同氏勘定と付表の体系の改訂案-国民経済計算に
朗する新 しい国際標準体系 として採択された国迎勧告案の全訳-JI統副研究賀料

第14号.El本鈍行統計局.

.2 tLN.StatlSticalOfflCe1968.ASyteuIOfNatlDnalJccoLJntS.S【udleSi
∩yethods,SerleSF,帖.2Rev.3.～.Y.:U.N.(邦訳 : r新国民経済引算の体系

一国際連合の新 しい国際基準-｣東京 :経済企画庁経済研究所国民所得部).

HCommisslOnOftheEuropeanConrnunltleS,I.X.ド.0E.C.D.,U.～.aFldYoTldBa

nk.1993. Syren70iNatl'onalAccounts1993. Brussels,Luxembourg.〟Y..㍗

arュs.Yashington.r)C.(邦訳 .Fl993年改訂国民凍済引算の体系J東京 ･経済
企画庁経済研究所国民所得部).
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81.財貨サービスの供給および使用

生産勘定に引上される商品の供給は､店tl=者たる生産者
のin産山と輸入か ら

成る｡

商品とは､原則として神域で売買される肘煉サービスを
いう｡

生産者は､産米､1)-ビス生産者 としての一般政府､お
よび家別に奉仕する

民ItMf:.営利団体に分娩される｡産業は､さらにLJi座巻の
種叛別に細分されるO

*
国内生産の推別は､まず居住者たる生産者の粗産出高を求めること

か ら山発

する｡

財頒サービスの供給は､rTlrtil蚊用と最終仙川とに向けられる｡財貨サ
ービス

の叫fLil他用は､産業､サービス生産者としての一般政府
､家計に奉イ上する民間

非営利団体のそれぞれの生産勘定に記帳される｡

肘媒サービスの最終班mは､最終消炎､也緊本形成 (在
倖品および固定資本

の嘗故)､および輪山に分かれる.一般政Jfl故IXJ､民ELMl;営利団体お
よび家計

は最終摘発支川を､また産業､およびサービス生産者と
しての一般政府は在庫

品の背稔と固定賢本形成 との両方を行う｡

産米のrFl隅消費は､全耐的に商品か ら棚成される｡ しか
し､サービス生産者

としての一般政府が軸外で直接行 う鯉',V.鵬入 (rlF岡消波にあて られる
)は､商

..E]D以外の肘渚サービスの接待として分類される｡

家別の最終消資支山にも､滴品とそれ以外の財貨サービ
スとか含まれる｡す

なわち､家割の支山のうち､-般政Iilおよび民t凹非営利
団体のサービス購入お

よび居住-看たる家別の術外における直接購入は､非商品購
入として分類される0

産業､一般政府､民間非営利付日本の粗賀本形成のための
支.Lhは､すべて商品

に向けられたものとして取扱 う｡

輪山された財姥サービスは､すべて軌 PDとIL,て取扱うO
ただ し､非居住者た

る家EEが国内の市場で行 った値接購入は､家計の消費支
山勘定に記帳する｡

(注 :参考までに､生産と供給の関連図式を表Alに示すO
)
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表^1. 財サービスの満更とIjと給の関係図式

tJt 芯要一

給

中 間 粥 按 仰 Z

M L⊥旦｣ _慮__盟約 盟 ir1㌢木 在柵 (擦除)lJj_妓相

: ‥ __ - 一 二 . :

LTf.W

商品別 I UI UI UJ CH】 I ln X M

括l産真 I V
動l政府 l

別】非営利l
付加 価値 I L'.. V'LV●Z V■7

推JII桁 1 Q. Y■】Y'z Y ●】

(内拠)鈴木(1980)､92頁による｡

CMt CG

CI13 Cn

(注).U :商品サービスの生産

V ,産業別付加価値

C,.:家計消費

cc:政JHの自己消卓

cR.非営利の自己消井
l :賢木形成

Tへ.在庫投資

x .輪山と海外からの所得
M :輸入と海外への支払

L..:輸入税

Y :生産額

なお､Ⅴ- 賃金+利洞 +減価併却･川刀按税一補助金である｡Vには､輸入税を含む｡
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1-A.財井サービスの也産山

1-A-a.商品生産の一般定点

(a)生産

生産された財貨には､版荒されるもの､生産者の仕掛品､BiI品在席､生産者

の固定資本形成に向けられるもの､などかある｡

サービスの生並は､サ-ビスか提供された時点で発吐する｡

ibA業の城合には､生産は.財甥か版売された時点､すなわち財貨の所有権か

移転 した時点で発生する｡

(b)評価

商品 (ただ し､商業 ･サ-ビスを除く)の地産Ill高は､市場における生産iEl

位の版売価掩 (生産者価格)で評価される (flJ一塊伽格表示)O

流通部門の也1;)加価値耕 (拙速 llt)は､財姥か購入 されたと同 じ条件で当舷

財蜂が売られた場合に得 られるグロス ･マージン (すなわち､版売額か ら流通

業者に引き波されるまでのコス ト)を差引いた籾で評価されるC

財貨サービスの生産額は､純商品税 (間接税マイ-)-ス前行助金)を差引いて評

価することかある (安東費用表示 という)0

1-A-b.市*で版売されない産出物

肘紫サービスのうちには､市場で版亮はされないけれども､市場で販売され

る財貨サービスと本質的に同様の性質を有するものがある｡たとえば､農業生

産物のかな りの部分は､農業家計で消兜されるOまた同一企業内で､各生産部

F"j相互伯‖こ両.Tr.の伏絵か行われることはめずらしくない｡たとえば､生産者が

自家使Jllのために米本肘を娘進することもあるし､賃金 ･和酬の中には､生産

者の産山物 (肘頒サービス)が含まれることもある｡持家の所有者がうける帰

属住宅サービスも､市場を油 しない取引であるO

自家生産の遜山高は､fli鳩における生産Ili位の版売価格 (生産者価格)で評

価される｡

同様に､持家住宅の粗家賃 も市場価格表示の評仙原則にもとづいて計上され
るO帰属地家賃には､住宅投資か ら得 られる貸資料などの収益運営費､維持費､

修理史､水道料､保険料､税金､減価債却資､抵当権の利子なども含めるofh一

鳩において貿貸 されない民聞 ･非民間のl所r有住宅についても､同様の帰属引算

か必要である｡

(a)自家生産による固定資本形成

自家使用0)ための固定資産の生産は､すべて原則 として商品の地産Ltl高に加

えるべきである｡家計ないし一般政府機関が､梢難物､iiB路などの自家建設に



- 38 -

従邪する場合 もこれにあたるO民Iul企業か自家LJi並する工具､器具､容器など

も､ 1年以上o)耐久物については､粗度LLl高に引上するべきであるC

自家生産の固定資産は､原則としてfli鳩で売 られる同一穀品の生産者価格で

評価されるべきである｡ しか し､これは爽軽には難 しいことが多いDふさわし

いIr市場価格をELHllすことかできない場合 もあろうBそのような場合には､コス

ト (市壌価格に瓜常含まれる利潤は除く)によって評価するほかはないD

(b)乗物給付による賃金 ･報酬の支払

産業が､紙料ない し非常に安い値段で屈m者に与える肘袋サ-ビスのうち､

明らかに屈JrJ省 く厳酷には被J霞m者(Employees)､以下同様)の利益となるもの

は､産業の絵産山､および(卦貸金 .報酬の支払に含めて計上すべきである｡

絵産山に含められたかかる財貨サービスの最終仕用は､当然のことながら､家

iIの最終消費にも引上される｡また､この種の財貨サ-ビスの総産山額は､生

産コス トによって評価すべきであるC

(C)中古品

中古の固定賀産を売った場合､当該取引に占めるilt付加価値は､ディラーの

マージンとその他の移転コス トとの合引街に限られるOこの場合､売手は販売

収入を全紡マイナスの国定賢本形成として､最終的JJ.一男手は購入代金の金額を

プラスのBl定賀本形成として､それぞれ引上する｡一方､仲介者として流通､

その他の移転サービスを提供 した企薬は､そのサービス料を粗産Jh高として計

上する｡

土地､骨董品､切手収姓､頒幣､中古の珍本など､円生産不能な有形資産の

取引も､当該取引か ら生ずる組産山はディラー .マージンおよびその他の移転

費用に限られるE,

1-A-C.金k蛾開

販売金融会祉､対個人金触会社､親行および頼イ以の金融機関､保険会社およ

び年金基金にあっては､その産山満は､これら繊閑がその活動に対する対価と

して受併する収入額と等 しくない｡

(a)販売および対個人金融会社

販売金融会祉や､類似の金融会杜が貸付に対 して徴収する料金は､利子と貸

付金の許与および地金のためのサービス料金とから成るOこの場合､これら機

関の絵産山は､サービス料金の部分に限られるべきであるO貸付に関するサ-

ビス料を2つの要素に分けて経理する原則は､対個人金融会社の貸付の場合に

も同様に適用すべきである｡
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(b)釣行および類似の金融機関

商業銀行､貯蓄鈍行､相互銀行､その他加似o)金融磯Lulにおいては､直接の

サービス料金はその収入の小部分を占めるにすぎfi:い. もし銀行および類似の

金融機関のl&引を他の産業の批引と同様に取扱うならば､その営業余剰は--

多分付加価値自体 も-1マイナスとなろうbこの変則的な現象は､現実に支払

を受けるサービス料のはかに､帰属サー ビス料を加えることにより逝けること

が出来るo

帰属サ-ビス料は､原則として､鈍行およびか似0)金融親閲か､預金を元手

とする須111およびその他の投ftによって受例する財産所得か ら､預金利息を差

引いた街に等 しいものとする｡ (自己資金の投資か ら受取る財産所得は､理論

上は帰属サービス料の計井に含めるべきではないO)

銀行および類似の金融峻別か行 う主要なサービスは､他の経済主体の貯蓄を

産米に対する貸山Lに振向ける仲介者としての活動である｡それゆえ､帰属サ

ービス料は､産業の,f'聞硝安である｡ しか し､帰属サービス料u各産発にこれ

を配分することかできない｡そこで､名 目的な産業部門を設け､帰属サ-ビス

はすべてここの中間消費として服扱うD当然のことながら､この名目的な産業

の娃常余剰 (それは､そのまま付加価値)は､帰属中間消費相当額だけマイナ

スとなる｡所得支川勘定においては､この名Et的な取引lli位は金側機粥として

分類される｡このとき､所得文Llt助走においては､この名目的な金融機関のマ

イナスの富来余剰と､銀行および類イ以の金融府側のプラスの営築余剰か らこれ

らの金触機関が実際に受慣 したサービス料を差引いた額とは､互に相等 しいQ

(C)保険および年金基金

現車保険､生命保険､年金基金の保険料金には､保険のサービス料 と保険 リ

スクに対する支払とか含まれるD生命保険と坤金基金の場合には､このほかに

貯蓄の葉菜か含まれる｡

保険菜については､その商品生産 (提供された保険サービス)のグロス .ベ

ースの価朝を計上するには､保険サービスに対する料金を他の要東か ら分離す

る必要がある｡たとえば､組審保険0)姐合､一定JUl脚の保険の リスクに対する

支払は､同相日和中に等 しい｡ したがってサービスに対する料金は保険会社か受

解 した保険料 と支払った保険金との差額に一致する｡LJi命保険 の場合､サ-

ビス料は､ 〔受取 した保険料〕か ら (支払った保険金 と支払準備 金の純増額

の合計)を差引き､これからさらに 〔支払準備金について加入者に 支払うべ

き利息)を差引いた額に等 しい.

加入者側か らみたとき､組沓保険のサービス料金は､生産者ではIfJ間消費に､

家計では最終消費に計上される｡生命保険のサービス料は､家別の最終消費に



含められる｡

年金基金のサービス料は､基金の管理費と同額と考え られる0

1-A-d,一般政府､および家計に奉仕する民脚非営利団件のサービス

ー般政府および家EIに奉仕する民間非営利団体のサービスの粗産山額は､サ

ービスの生産 コス トと等 しい｡このコス トは､摘品ない し非商品である肘媒サ

-ビスのLI1間消費と､1;J加価値とか ら成る (営巣余剰は含まれない)｡付加価

価は､屑JT)者稚洲､間定賢木城純､および値接支払ったF川接税によって構成さ

れるO国定斑本減耗は､遁緒､橋梁およびその他の辿穀物 (梢薬物を除 く)以

外のすべての固定資産について引上する｡

一般政府および家計に串iJこする民間非営利甜体の冶産山のほとんどは､非商

品の肘1引こよって梢成されるD産山物の うち商品一般にこれら機関の産山物の

うち商品として販売されるのは､比較的小部分を占めるに過ぎないが､産業に

対 して販売された f)I-ビスおよび肘渚は､一般政府および民間非営利団体か産

Luした商品として扱 うO

家Efに奉仕する氏rtM.:営利Fl体の一般政作目こ対するサービスの版元 も､商品

生産として引上されるべきであるO しか し民間非営利団体政府に対する版売ま

たは産菜に対する販売か､生産活動の大部分を占め､かつその版売代金が生産

コス ト全額をカバーする場合､かかる団体は民間非営利団体とせず産業とみな

すべきである｡また民ful非営利団体の111位 (たとえば､大学の調基部または技

術開発部など)についてこのようなことが当てはまる場合かあるO-般政府故

関の活動のうち､自家辿殻､政作目11版物の印刷版元などに関する活動は蓮井に

分娩すべきであるが､独立の邪某所の六E･動の)E;に分離できない場合でも､商品

の冶産山の一部として剥上すべきである｡

最後に､一般政IFjならびに家引に奉仕する民rtIJ非営利団体か家計に対 して行

うある樺の肘渚サービスの版bJiのうちには､商品の販売として取扱うべきもの

があることを指摘 してお く｡この種の財貨サービスは､一般政府ないし民間非

営利団体によって全面的に産山されたもので､かつ､ほぼ生産コス トに見合っ

た価格で販売されるものでなくてはならない｡この種の例としては､博物館の

複製品､身体障聾者の訓練所の手芸品､官営森林でLJi座 される新木の販売など

があげられるOこれに対 し､一般政府または民間非営利団体が巡首する病院に

おいて､支払能力のある省に対 して1分 コス トをカバーするに足る治療代か請

求さ41,る場合､治療代の支払は商品胴人に分類される.基本的な治療費は銀料

で特別室の任用など特別なJ&扱いについてのみ代金の支払か要請されていると

すれば､この特別料金は非商品の購入に分類すべきである｡
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llA-e.商品の分勅

(a)分類の性格

産業の分類と直接結びついた両品分新を探mする.

節 5章の節 l表に示 した､盛業分新の細分171日をベースとする商品分類 (商

品を､各h17分項目の産業の特徴的軌品グループに分瀬 したもの)は､国際比較

の諸目的を充分満たす ものと考え られるO

(b)分類の発展

適切な而品分新を作成するには､詳細な産米分勅か必要であるO商品分類は､

国際標準貿易分類 (改訂SlTCO)細分項目 (サブ .グループ)と､改訂SITCの細

分項目 (グループ)とを リンクする形で作 られるのか望ましい..0

1-a.中間消*

1-B-a.産業の中聞涌井の定義
産業の中間消費は､非耐久財とサービスに対する支川によって構成 される｡

rPl田消費支山には､JflFは商品のtJf菜Jyrへの引波 Lに賀 した費用一一当該商品の

生産者価格､拭血および輸送上のマージン等--はすべて含まれる.中古品､

スクラップ､廃品のほか､如形資産の購入に幽するディラ- .マ-ジン､その

他の移転安川なども含まれるD

これ らの順入荷品は､できるかきり､購入者価格--消費者たる智東IVTに引

渡された時点のTfi場価格､すなわち瓶品かLJi産Il日立に入った時点の価格一一で

評価されるべきである｡これは､小間消柴のための支山か､当該商品の消費さ

れる時点の価額､すなわち月替え費用になるべ く等 しくなるようにするためで

ある｡

1-a-b.良定柴本形成と中間泊*
生産者勘定では､工具 ･小規模な機械等は､通解中側消費として記帳する｡

しか し､理論的には､これ らの支tLIO)うちには賢本文Luに計上すべきものか

ある｡

たとえば､企業会別において中mFJ消費として取扱われている修理等の支出の

中には､資本文Illと考えるべきものかあるBすなわち､固定資産の耐用年数を

延長するような､または生産性を著 しく高めるような支山､たとえば磯城､設

HU,～, StatistlCalOfflCel96LSlandaldJntelnat10nal TL･adeClassiflCa-
tioJ1. revised.series Y.No.34
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僻､工場､その他の柵薬物の基本的な変更追加､相楽等は､資本支LLlとして取

扱うべきであるOこれに反 して､機械等o)同定出産をit傭な状態に保持するた

めに要する修理費､,W持柴等の文Ellは､小間消費に分勅すべきである｡住宅お

よびその他の碓染物o)場合 も､ペ ンキの塗り番え､下水および水道の修理､照

Fnや吸Lj裟IEの修型等は､rHul資Jr]に含めるべきである｡
また､JJ:_題に従gfする戯囲､桝地､舶物囲､炭坑などの砧支山のうち､開発､

拡大のために支払われた代金は､同定資本形成に吉f上すべきである｡この種の

支 Illの例としては､土地o)並蛸､開発､稚拙､鉱fJ'LOj拡大､新地榊園の拭榊､

新 しい果樹園の雌1-.Jけ､栽培等､数LfL一後にその巣決が得られるものへの支LLUi:

どかあげられる｡当然のことなから､これらの果共か収推されるようになって

からの枯付費用は､rI川j川等資に引上されるべきである｡

産業が調査､朋党のために行 う肘渚の消費は､企集会別では資本支Lllとして

耽扱われることもあるが､SNAにおいては中fLq消せ支LLlとして引上される.

広告､市場鼓苛査､PR等､企兼ののれんの価値を高める1=めに行 う活動の費用

についても､同様の取扱いかなされるべきである｡

1-C.付加価せ生産額

粗付加価値街の推別には､3つの方法がある｡

(i)生産者価格 (市域におけるLJi並111位の版売価格)でBldlIJした 1会EF期間

の也産山街からrHLg消費の街を差引き､この朝に輸入的税をJuLlえる方法｡

この鞭は､各生産111位が国内粗生産に責献 した綱を示すO

(2)fli鳩価格で引洲 した財貨サービスの最終挫Jll街を合a-1し､これか ら財二貨

サービスの輸入額 (c J I)を差引く方法｡この方法において､輸入

か C, 1 fペ-スで評価されている場合は､居住者たるLJi盛者か提供す

る輸送および保険サービスは (居住者が購入するか非居住者が購入するか

にかかわ りな く)これを差引いて､輪Luに引上すべきであるo

(3)生産か らJJiずる所得のi'JB緬を諌める方班｡すなわち､国定資本減耗引当､

展JT]者報酬､営業余剰､および純商品税 (刷接税マイナス和助金)の合計｡

I-D.粗斉木形成

卜D-a.租国定資本形成の定式

租固定資本形成 とは､産業､サ-ビス生産者としての一般政府､および民間

非営利団体における､再生産可能な閲定資産のス トックの増加額であるO固定

資本形成の対象となる財貨サ-ビスとは､

(1)円生産可能な耐久財および固定資産の改良ないし変史のための特定の支

出､

(2)再生産不可能な耐久財のディーラー ･マージンおよびその他の移転コス
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卜､ならびに

(3)居住者によって新たに制作された美術品
か らなる｡

再生産可能な耐久財 とは､原則として耐J附F数 1年以上の もの--たとえば
鶴城､輸送用その他の拙者詮､柵進物､その他の地紋工那--である.
改良､変丈のための特定の支Ellとは､有JB資本肘の耐Jr]咋数､または生産性
を相当程度高める支川をいうE,

ただ し､主として甲gfEJ的のために一般政J7lJカ(行 うftf生産可能な耐久財の文
L∫l.またはこれ ら耐久財の改良 .変EiAのために行 う支川は111固定資本JB成には
含めない｡

移転コス トのみか引上される再生産不可能な耐久財の例としては､土地､鉱
業埋蔵物､立木､骨董品､居住者たる芸術家の新規制作によらない美術品等が
あげられる｡

固定資本形成に計上される商品には､国内で生産 されるものと輸入されるも
のとがある｡

固定資産のJ&柑額には､取得に班接rW係のあるすべてのコス トと､当該耐久
財を俳用できる状腰にお くための鵬付け焚川と巷含む. したが って固定資産の
取得額は､

(a)当該固定貿産の購入者価格､

(b)関税その他の間接税､

(C)輸送引渡据付け等の費J77､

(d)当該類本財に酒楼関係のある予備的支川 (敷地の蒐僻､建築技師､機械
技師に対する支払等)､

(e)法律費用､および

(I)政府機関に対する報料金の支払等
か ら成るO当該固定資産の支Iltをまかなうための間接費､たとえば､引受手数
料､特殊な広告等に脚する柴J円等を含む債券の発行糞IL1は含めないO (かかる
資Jf)は､たとい支山を行 った企業かこれを資本支Flは して計上 している場合で
も､費用の発生 した会計肋TLU中の小ru消灘として扱うのか適当である)a

1-D-b.定義上の閉居

注文生産の重機械､梢進物､その他の迎殻で､建造完成に相当の)切間を要す
るものについては､これを在挿,.J'..の増加 とするか粗固定資本形成に含めるかの
別居か/JiずるD家畜に関 しても､同様である｡

｢当弦資産の所有権が購入者に移 り､かつ購入者かこれを任用する状態にな
った時点で当該資産を国定資本形成 として記帳する｣という原則に立てば､こ
の種の資産が未完成の凧は生産者の在IJlf品に含めることになる｡ただ し､企業
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会計では必ず しも上述の記帳方式をとっていない｡そこでSNAにおいては､

建設､東故地等の仕掛品のために､准碓品増加に特別の項目を設けるo

1-D-C.国定栗本形成 と中間涌井の定義上の相遠点

rFJ聞消費と鍵斑本形成との根本的な通いは､尚.I.'r,か会引例間中に班Jllされる

と考えるか､将来に便益左をもたらすと考えるかによって生ずる｡ただし､再生

産不可能な有形賢越の完封 (たとえば､土地､埋蔵鉱物､新たに制作されたも

のでない乗術.Fnなど)､立木､農作物の自然成長は､粗資本形成に含まれない｡

1-D-d.軍事施設

軍要員の舎宅 (兵舎を除 く)の建設と変更とに関する一般政府の支山は､冶

同定資本形成に分類される｡舎宅と兵舎 との区別は､提供される旺居の種類に

よって行う｡すなわち､一般に賃貸される住居と同様な教場をもった住居は舎

宅であり､固定賀木形状に含まれるL,罪隊の他用のために地殻される学校､病

院､飛行堪､油路等は､これらの純真辻が民間の仕JIH=転換される可能性かある

場合でも､小rlq消費に分親される｡同様の取扱いは､軍部目的に任用する自動

車にも適用される｡

これ らの施設等か､その後民rLtIの蚊mに切替えられた場合には､固定資産の

妓高増加として引上され､その価櫛の評価は転換が行われた時点の市場価格で

行われる｡ (その対応取引は､一般政府 サービスの中rLfJ殆与史の減少として記帳

されるO)弔辞JT]の学校､病院､自動車等か民間使用に切替え られた場合も､

同様に固定賀本形成に計上すべきであるo

1-D-e.栗本的♯艶と湛常的♯翌

固定賀産の破損を修理する安川は､固定資産の耐用坪数を延長 したりその生

産性を増加するための支山 (すなわち､資本的な修理費)とは区別される｡資

本的支EIIには､ しば しば､固定軒並のうち相当ウエイ トの高い部品の変更や追

加交換等を行 うための報柴)71が含まれる｡

部L.nr.代金を資本形成に分淑するか否かの基準は､支払の対象である部品の耐

m年数が 1年以上であり､かつその部品の交換ない し追加により当該周定男産
の耐用年数が相当桂皮延長されるか､もしくはその性絶 ･生産量を相当程度高

めるものであるかどうかにおかれる｡ (たとえば､ トラックのタイヤ､圧縮機

ないし施盤の紬型､刃､x斬部品の交換､住宅のペ ンキの塗替えないし飾り替

え等は､資本形成ではないQこれに対 して､トラックのエンジンの完全な交換､

LE縮親および施盤のモーターの交換､住宅の部屋の増築等は資本形成に引上さ

れる｡)
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1-D-i.開発のための支出

閃発のための支川､すなわち､土地の整僻､鉱物および石仙の採掘に必要IJ.-

坑所の準備 ･拡･;Ji､椎概工邪､5日戸輔､巷1.(L池の地殻と巌初の故地､新 しい組

桝園の土Llh艶備とrlnHJけ､新 しい果州園の開発と岱付け､ゴムの水の苗1;)､そ

の他四付けか ら数咋たたIi:いと北米ない し桝淡がとれない植物の組付け等は､

賀本形成と見なされるo

1-D-g.横井物

住宅fj:ちびに工業用 .離兼m辿物の地紋については､位mされる状態になる

までのこれ ら梢薬物に刈する支払繊--ただし､姓縮少以外の土地代金を除 く

-- は､すべて固定BE本形成に引上されるO

住宅を例にとると､内外の塗装､備付けス トーブ等の永久的な備品､セン ト

ラル ･ヒーティング､水退地殻､その他住宅を賃貸する場合通常備える必要の

ある備品に対する支川は､すべて固定資本)B戊に引上される｡これに対 して､

家具やILr柿道具勅に対する文Illは､固定資本形成には引上 しない｡

既存の摘築物の内外の塗装､古 くなったりまたは改組 した樋､水道具､ボイ

ラー､スチ-ム ･パイプの修理 ･交換は､小間消資に引上されるべきである｡

賓貸住宅の繰'lly,的修FJi､維持に必要な支川は､家主か支払った場合は鐘璃文化

に含めるか､店子か支払った域合には家引桐柴文L11に引上する｡持家住宅の鵜

合､この種の支払は､産業部門である ｢tli宅の所有｣の小間消費に計上すると

同時に､帰属家賃の一郎として家言tの最終文山に引帳される.

住宅､その他o)地物がrll古品として売買された場合は､捕集物の価格､移転

コス トのみを固定資本形成に引上する｡取引価格に含まれる土地の値段は､資

本調達勘定に特別のフローとして記帳されるD

1-D-h.粗同定柴本形成の分類

粗同定柴本形成は､所有者の経済活動ないし固定資産の種類別に分類される.

(1)住宅J7]辿築物

全面的にまたは主 としてLi宅IRに辿てられた完成姓薬物 (造成費を土地代金

と区分 して推引 し得る切合は､造成前の二L.地代金を除 く) .住宅用地其物の大

規模の改造および改良 .此存0)住宅Jf]建築物の購入に要 した取引費用 (所有権

移転のための柴mないし類似の資)7l､以下同様)｡

この項目には､新 しい辿染物の内外改装資および炉､ス トーブ､暖房装置､

エア ･コンディション法隆､水道法鑑､および居住に先立 って通･fK備え られる

僻品数の価額 も引上される｡ホテル､モーテル等､純粋に一時的な宿泊のため

に避営される建築物は非住宅用とみなす.
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(2)非住宅用建築物

全面的にまたは主 として並兼用および商業IrH=迎て られた完成姓薬物および
梢造物 :非住宅地薬物の大規模の改進および改良 :既存の非住宅Jll建築物購入

について要 した取引費用｡

この項 E=二は､工場､倉伸､1Jf務所､J▲lTi輔､料理店､ホテル､農業用建築物

(n=,小屋､納屋11と)､および宗教､教育､娯楽等の目的のための迦薬物の姓

紫 ;さらにこれ らの迎薬物 と不可分な備付け家具および備品の費用 も引上され

る｡

(3)その他の建設 (土地の改良を除 く)

非野'Jf目的のエIJf､たとえば鉄道 ;通路､街路､下水道 :腐､高架橋､地下

鉄および トンネル ,港湾､桟橋およびその他の粘湾殻備 :自動車駐車設備 .空

粘 :導管､油非および鉱坑 :迎河および水路 .水力設備､施政や治水事業の一

部を構成 しないダムおよび姫防 ;水道管 ,排水施設および祐生施設 ;叔技鳩 ;

碓気回送線戦 ;ガス供給Jll本管およびガスパイプ .曙結線および確信線等O

この項 目には､拙策Jll地の地盛 り､地な らしおよび必要IJ.1街路および下水道
工部の費用か含まれるが､辿輿の開始時点に行われる敷地内の土台工事の費用

は含まれない (この費用は､1.の住宅jI]姓薬物または 2.の非住宅用建築物の

項 Elに計上する)｡この項 目に屑する既存の諸設備の購入に伴 う取引費用 も含

まれる｡

(4)土地改良と農園および果樹園の朋苑

〔4.1〕土地改良

すべての土地の桐生および開拓 (土地の有効両横がこれによ り増加す るか否

かは問わない) ;油脂工1Jf､治水工grおよび稚拙､治水をその 日的の一部とす

るダムおよび姓防工群 ;森林の開拓および植林 ;土地､鉱業権､森林､漁業権

等の取引費JT]｡

[4.2〕農園､果桝囲およびブ ドウEglの開発

新設する果樹園およびゴム農園ならびに新 しく碓える果樹および駅桝で､そ

の生産物が得 られるまでの期間か1年を越えるものについての､生産物が得 ら

れるまでの植付けおよび栽増資用等｡

(5)輸送政界

完成 した船 ,飛行故 .鉄道および砥中節両 .路上牽引 トラクタ-､ トラック.

移動迎搬fIiおよび茄似の もの ;塵弟､一般政府鵜飼および民fm非営利F]体が取

得ない し処分す る (非軍lJTEl的の)自動車､二輪および四輪の荷車 .上記の種
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好日こ屑するLiC存a)輸送銀器の大規模の改造IJ-い し改良 ,この種の中古資産の購
入 (売却)にLqする収引資JH｡この項巨=こは､軍部的El的の輸送機怨は含まれ
ない｡

(6)機械およびその他の戟器
[6.1〕農業Jr]機械

農業鶴城および刈入れ倣､脱穀機､すき､ま('わ､その他の耕作に使用する
it詩風および トラクター (地上牽引州を除 く) ;これらの繊昔差の大規模aj改造お
よび改良 ;この欄の･I,古機械および機怨の肋人に要 した取引費用O

[6.2〕その他

動力機城 .gI筋m機械および器具 ,金属工作機械 .鉱業用 .建設用およびそ
の他の産米JI]磯 城 .起亜倣､フォ-クリフ トおよび加似の織成 ･.耐久 コンテナ
ー ;坤IJFJ家用磯城鶴見 ;ホテル､下裾尾､非常利付l体､一般政府等向け家具､
備付け家具おJ:び朔似のJW久肘 ;産業､一般政J11､民tu非営利団体の購入する
新朗に制作された兵術品 ･.上紀a)各樺o)磯城､磯溢および備品oj大規模oj修理
および改良 ;この種の･Ll古資産の購入にIRJする収引食用O
なお､手工具勅､少軸の叫務JJ]卓上器具等､経理手続上鮭 併発として収扱う
習他になっている域合には､米原的見地か らこの項目には引上 しないD

(7)種畜､荷車用の動物､乳牛等
種畜､荷IIUr]の動物､乳牛および毛を刈るために飼JBする等､ラマ等 .上記
の目的のためにこれ らの動物を肺入 (版元)するための取引費用｡

llE.財貨サービスのNHtlおよび抽入
輸川および輸入は.JB一位者たる鯉済主体 とfb-外部門と0)聞0)財貨ならびに要
紫外サービスに槻する批引であるOこれ らの眼引は､臆刷として､肘旗の所有
権の移転の時点､またはサ-ビスか供給 された時点で記録されるD
外国貿易紙剤は､財媒サービスのすべての輸仙人を約mする訳ではないので､
国民勘定のE=飢=かIJ.-うように､これらのデータを補足する必要がある.第 4
表には､SNAか使Jflする輸J11人のカテゴリ-を定め､各カテゴリーの定義と
収引の評価方紘とを示 したU 同蓑は､外国貿易紙剤と国際通貨基金の国際収支
提要と0)間でできるだけ-且性が保たれるように してある.

｢何品の輪(11および輸入｣という項目の定義は､外国貿易統計における通常
の貿易の概念と基本的に一致 しているOこの一般貿易o)概念を採用する0)は､
このカテゴリーと国船収支推奨のこれに対応する分類 とをできるだけ整合的な
ものにするとともに､外国貿易統計における輪LLl人のカバ レッジとできるだけ
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統一を保つためである｡

｢商品の輸山および輸入｣という項 目を外同質易統引の一般貿易の稗田と一

致 させたために､国際収支提要の両品貿易の定義 とは若干相通す ることになっ

たO (たとえば､政府が､市外において肺入 した財貨を他の外EErで他Jllする場

合Oこの耽弓=ま､同掛 政文提要では軌 罷貿易のカテゴリ-として記帳されるが､

SN人においては ｢一般政斤目こよる派外における砥株購入｣のカテゴ リーに引

上される｡)

外国貿易統引の協合 と同様､輪Juは､fo.b.価格一一すなわち､輸山国のjin

関地点での (通関までの輸送､荷上げ等のコス トを含んだ)肘貨の市場価格-

-で引上される｡輸入は､clf価格一一すなわち､輸入国の税即J波 しの価格

か ら荷おろし等の費JT]を除いたもの--で紀帳されるD財貨に賦課される輸入

税や輸入財貨にあたえ られる補助金は､ フローの和 としては引上 しtj:いo輸品

のC･lI.価格には､居u三者な らびに非居仏者たる生産者に支払われる運賃と煤

険料 とが含まれているか､これ らの額は別配 してお く｡輸入にはC.ii,価格を

使用す るので､ ｢迎輪保険サー ビスの輪山｣というカテゴ リーには､商品の輸

入に燃 して居住者たるJJi産着 (遜輪保険サービス業者)が提供 したサー ビスも

含まれ るわけである｡

82.生産勘定､消兼支川勘定および資本形成払定における取引主体

以下､生産､最終消費文uLおよび茨木形成にf父Jす る勘定グループで使)71され

る経済主体 (産米､一般政府､家別に奉仕する民阿非営利団体､および家引)

の分類について述べよう｡

2-A.取引主休の稚親

2-A-zI. ｢産業｣の椎田

産業の最小iu位は､皿滞､JJi産 コス トをカバーできる値段でJrF場販売するこ

とを目的として､肘貨サービスをLJi遮す る耶業所(あるいはそれと況似の単位)

である｡一般にljf菓所は､地人ない し非淡人企業によって雄成 されるが､民間

の個人､民間非営利団体､政府機関などによって所有 (ない し支配)されてい

るもの もある0

2-A-b.金k秩関

金敵仲介擁閑 (Th一場において負併および金融賢産の取引に従耶す る111位)は､

一般の企兼 と同 じ形tLB.では P)一一 ビスの版亮を行わないけれ ども､SN人ではこ

れ も産業に含める｡
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2-A-C.自家生産

iin傭fF]J場で売 られる肘1%を､家引内で生産 している場合 もある｡かか る自家

産山物は､家別のJJi別にかな りの天敵をす る｡原則 として SN∧においては､

家計を生産者 としては取扱わない｡ しか し､経済史統引にあってはこの収扱い

は必ず しも安当でな く､家話Iの自家JJi速に産業の放念を導入すべき場合かある.

後者の場合については､それぞれの個所で､必変十分な注記がなされることが

望ましい｡

家引および民rFtI非営利FJ体の EE家出娃活動のうちには､現代で もこれを産業

に組入れるべきものがあるO主要例 としては､住宅の自家所有､住宅ない し非

居住用辿物の建設 自己軌定､さらに､賃貸住宅ない し賃貸非ral住IF]組物のサ-

ビスの提供などO国によっては､家別の 自己勘定槌殻が､住宅､公共の建物､

退路､邦戸､その他の公兆地紋の提供に大きく斉献 していることがあるL｡

いわゆる第一次産業 (すなわち､農業､林兼､狩獅兼など)の商品の供給は､

主として家別 の1〕家LJi産によって行われていることか少な くないO これ らの家

計による自家LJi塵活動は､産業 として扱 う必要かある｡ もちろん､美里済が発展

するにつれて､このような生産の相対的韮繋性は練れて くる｡

上記の餌一次産業の生産物以外にも､家別は種々の 自家生産を行 っている場

令 (工兼､商業など)があるが､かかる活動が (広義の)7日鳩むけであってい

わゆる家別的な活動でない場合､とりわけそのウエイ トか大きい場合には､こ

れ も産業に引上する必要かある｡

また､ある家計のメンバーか他の家引に家引サービス (たとえば女中奉公)

を提1,jEするような場合には､雁用関係が形成 されるのだか らこれ も産米に引上

すべきである0

2-A-d.公共故閑

政府機関 (または､そのlJf業JyTないし耕似のlIl位)の うち､その性質上商品

と認め られる肘蜂サー ビスの販売を主たる兼務 としているt)のは､全LJi産 コス

トにはば見合 うJ=うにその価値を決定 していない場合で も､次の条件か満たさ

れる場合には､産業に含める必要があるDすなわち､ (1)かかる財貨サー ビ

スのIjE給代価が､til∈治 される財媒サー ビスのBtおよび質 と正比例 していること､

および (2)そのib-品の月入れか版入省の白山意思 によること.なお､この種

の財貨サ- ビスは､民rtu群発I.所の生産 コス トよりも低価格で販売 されることが

当然あ り得るO この種の例 としては､農JB経営､種々の国有産業､電気業､水

道業､鉄道､港湾施設､有料道路､郵便 ･銀行 .その他の金敵機f泊､住宅 .班

物の賃貸､などかあげられる｡

政府の部門､恥業所などが､私企業のZj【米所 と同様の財渚サー ビスを (政府

自身の用に伏するために)鉱産 している場合かある｡軍諾工場､修理工櫨､梅
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軍工廠､印刷局､建築および祉殻など､かかる副次的な政府活動は､本来の政

府活動か ら分離 して公営企業に含める0)かよいO

国立公園､保健､教育､文化､祐也､科学おJ:び技純に榊する調査ならびに

助成など､/LLuL=活動に従耶する政JT-1言古機関がili遮 コス トに見合 うサー ビスの代

価を探さない場合は､公営企兼にはあた らない｡また､こ0.種の政府倣閲か､

公共サー ビスの提供に付FJiBして荷品版寅を行 う域令 (職共学校で作 られた生産

物､腰部試験場の種子､博物館の絵-ガキなど)､これ らの広軌を公営産業と

して分離することは適切でないO取締 りの性格をもったサービスの提iil宅に従琳

す る部門 (たとえば､パスポ- トや免許証の発行､遡転免許試験､裁判など)

は､かかるサービス機関の迎常かこれ らサービスに対する徴収料金によってま

かなわれる場合であって も､これを産業 とは考えない｡これ らの料金は利用者

か ら強制的かつ不可避的に徴収されるものであるか ら､このような支払いをサ

ー ビスの代債 と考える訳にはいかない.,

2-A-e.非営利団体

企業に奉仕する非営利団体0)うちには､生産 コス トが販売収入を超過する場

合であって も､産業に組入れてよい ものかある.たとえば､技術満額､デザイ

ン､テス トなどを行 う機関､安易組合､商工会議l]Trなど (ただ し､主 として政

府機関か ら資金の供給を受け､または文配 される場合を除 く)｡ これ らの団体

のサ- ビスは､これ らのBJ体がIJ:い場合には企集 自らが行 う性格の ものか多い｡

2-B.取引の担い手に関する鹿兼分類および目的分類

本章の末尾に､取引の拙い手の分類体系表を示 してある｡この分類体系は､

①経済活動の種勅による那米所タイプ､および企菓タイプの統引41位の分類

(第 1表～第 2糞)､および②一般政府および家引に奉仕する民間非営利団体

のEl的分類 (第 3表～第 4表)に分かれ る｡

鐘済活動の種類別分類 (事業所タイプのヰ位)

節 l表は国際標準産米分類 (ISIC)の改定案を､国民勘定に適合するように

修正 したものである｡この鼓は､産業の分析な らびに一般政府および家計に奉

仕する民間非営利団体 のサー ビスの分類にJf]い られる｡
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83.所得支Lll払定および柴本桐連勘定

3-A.取引の分類

3-A-a.所得支川掛定

所持支川勘定は､国内生産によって発LJzしたlJl付加価借か ら固定資本の減耗

を控除 した靴付加価値を､制度ntJ部門別な らびに吐産要素別に配分 して計上す

る｡

架楽所相は､屈Ir]者維桝 と営兼余剰 との 2つの形態で示 される｡すなわち襲

兼所得は､各制度的部門に分配される以揃に､まず発生制度的部門別の雇用者

報酬および営業余剰に分刺 されるOなお非法人企業は､制度的には家引部門に

含まれるので､その営業余剰 は業主所柑および肘産所得に細分 されるb

屠用者紬酬は､居住者たる個人の他に､非居(i-.着たる個人に対 して も支払わ

れるが､営業余剰および純fLil接税 (間接税 一紳助金)は､居住者たる制度的部

門の所得に対 してのみ計上 される｡

所得支川勘定には､このほかに (i)厨の居住者で他の国で屈用 されている

者か受領する屈Ir]省押刑､おJ:び (2)移転所柑 (財産所得､および弊法人業

主所得の受払)か引上 される｡上記の二眼引には､居住者間で行われるものと

居住者 と海外部門 とのfu]で行われるもの とかある｡

居住者の受耽る雇用者細別 と居住者の肘産所神､おJ:び企業準所得の合計か

国民所得である｡

このほか所得文EII勘定では､姐審保険､ならびに契約によらない (反対給付

のない､経傭移転を通 じて行われる制腔的部門相互ILl】0))所得の円分配が明 ら

かにされる.すIJ.'わち同勘定においては､屈JTl老所得､兼主所得､財産所得な

どの分配l-di柑0)ほかに､円分配の移転か ら吐するJ-TT符の受爾耗朝か示される｡

これ らか ら居住者の可処分所得-一国民可処分所柑-1が導きLuされ､最後に､

居住者によってこの可処分所得が消費支LLlと貯I帯Jとにどのように振 り向けられ

たかか示 される.

3-A-b.柴本粥連払定

資本調達勘定は､居住者による攻貿0)形態､ならびに資金の調達方法を明 ら

かにす るoJJi近著の主たる投賢形fLjは､山田先史本)拶成､および在JjF品の蓄積

である｡その他の投賢形態としては､再生産不可fLEな財貨および特定の加JE;資

産の購入､な らびに居住者および非居住者に対する金融的硝求権の取得かあるo

粗投資の主賓な資金調達汝は､Wr柑文111勘定か ら練入れ られる貯蓄､および

付加価値の一要素である固定資本減耗引当金である.その他の資金調速源とし

ては､資本移転､および居住者な らびに非居住者に対す る負債の発生かある｡
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318.付加価せの練成賓未

了Tf鳩価格表示のfM Il価値は､ (1)宿)1]宥和榊､ (2)営業余剰､ (3)固

定資本減耗引当､および (4)純fL"接税 (Fiil接税 一紙助金)か ら梢成されるD

営兼余剰は､11日IJJuH価値 (出超者価格で評価 した山鹿111と鵬入着価格で評価 し

たrf'間消光との差勧)か ら営業余剰以外の 3つの付加価値巽東 ((1)､(3)､

(4)の合引)を差引いた ものとして定義される｡

31B-a.JL用者報酬

(1)一般約定為

凝J71着 (厳密Ii:表現 としては､被屈川者 ;以下同様)報酬は､生産者が支払

うあらゆる種類の貸金､俸給 (現金支給のほか､現物支給を含む)､社会保障

分担金､民nfIの4f=･金､税額その他の保険金､な らびに屈Ir]省にf父Jする同様oj制

腔の分担金か ら成る｡軍隊の隊且は､そのf(･役の)UJrr与lおよび種類に関係な く､

席JT]者に分類 される｡故人企兼の活動に従那する者は､PJi:ll会のメンバー､役

員､支配人等を含め､すべて雇J71着 とみなされる.

雇用者報酬には､ (1)コミッション､チップおよびボーナス､ (2)吐if

手当､および物fltF手当､(3)休暇､病気休暇､離職休暇rトの業主か らの支払､

(4)牧師等聖職者に対す る謝偶､ (5)祉会保障､民rLn年金､損害保険およ

び斬似の制皮､にu]する分担金､および (6)現物給与 (たとえば､食品､楕泊､

衣料品に関する雁J11番の授受)か含まれる｡労働者の雇mに対 して支払われる

貸金､俸給 その他は､原則 として､支払の義務がLJ三した時点､すなわち雇用者

が労働力を提供 した時点を進坤として記帳されるO屈川者の報酬は､さらに､

(I)現金な らびに現物で支給 される貸金､俸給､-(Ⅱ)偶)7]者のための祉会

保障制度に対す る府立の分iil金､および (Iu)梶川省のための民営の年金保険､

労災保険､その他の保険､ならびに効イ以の制度に対する属主の分担金､に細分

される｡

届用者報酬に含まれない項 目としては､ (a)兼主により直接支給 されない

家族手当､ (b)屈川音か企業 目的のために負担 した旅費等の支 山で兼主か ら
払い戻 しを受けるもの､ (C)咋金の支払等がある｡

fi:お､軍隊の隊且とそれ以外の屈m者 とは､雇用の形態ならびに雇用者報酬

の決定要因が基本的に逢 うOだか ら､両者は区分 して考えるべ きである.

(2)現物支給

現物で支給 される賃金 ･伴給には､紙料ない しは著 しく安い値段で雇用者に

支給 され､･しか も主 として (桐発着 としての)当該雇用者の便孟左になることか

明 らかな財貨サー ビスか含まれる｡

雇用主の文ILlのうち､雇用者の便益にもなるが､同時に屠用主の便益になる
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ものは､雇用者紬洲に含めないで申IEIJ消費に引上すべきであるOたとえば､職
場を快適にするための支LJh 伽康診断､スポ-ツ､その他の レク リェ-ション
施設のせJT)､屈JFl著か彪JIj省 としての任妨遂行上支Hlした旅粋や逝卯幾および
類似の支Illで､ノ招iIか ら払い戻 しをうけるもの､IJ.-どu他JJJ､屈)7]央約 に並づ
いて､届川者が業務を逆行する_Lで必Aiな道l隻､備品､特別な衣]1杜などを購入
する切合は､これ らのill川は貸金 ･伸治の和か ら差引かれるO
軍隊の隊員に対 して､鵬料で支給 される食品､飲料､煙草および制服を含む
衣服は､貸金および体絵の一部 とみIJ:される｡ しか しなが ら､軍人でない軍隊
願J7]者に対 して紙料で支給 される制JJRその他の作業衣は､現物給与に分勅すべ
きではIJ.-い.

3-A-b.固定栗本滅耗

(1)範朋

固定資本減耗引当は､油'fF.､会計)別間小の姓遮過程で消耗 した固定資産を代
替す るために仕m される並LLl朝 と定漉される｡個々の資産の耐JF7年数を品準 と
して計沸され､物PJi的な消耗のはかに､予aLu可能fJ.L旧式化や災架による修理不
能のtR儀などをカバ -するためのELl費 も31｣こされるO

これに対 して､予想 し難い旧式化が現実に発生 した場合には､固定資本減耗
としてでな く､その苑生時点におけるキ ャピタル .ロスとして取扱 う.
天然貿源の消耗は､固定資本減耗には含まれIJ.tい.
一般政JLlo)賀並､たとえば､道路､ダム､防改姓､その他の辿遣物 (牌果物
を除 く)については､引19.か突瞭上郷 しいため､IB定封本減耗iJ:計上 しない｡
(かか る対座については､修PJi糞 .緋持灘等の文,lJによって､その原状が縦棒
されているとみなすO)

(2)評価

固定賀産の数且 と質に変化かみ られないJ:うな安定 した経済においては､固
定資本消耗朝は､ir=々 の (資産の)代替 と等 しいとみなせよう｡
器頚の変化かはげ しく､また技術変化のために資本財がす ぐ旧式化 して しま
うような経済においては､舞木消耗の推定はやっかいな もの となろう｡ このよ
うな幼合に適IT7すべき一般原則けみあた らないか､個々の資産の経済的な耐用
群数を基礎とする定朝法により国定賢本消耗を推計するのか適当と考え られる｡

(3)推計

適確､企業 (生産者)は､資本財の消耗､および予Jglできない旧式化等に対
する年々の引当額を引算す るJB合､当該賢本肘の当初のコス トを耐用年数に割
振るという方班をとる｡ これは､資本の名 目価額を減耗引当の変動による不安
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定な変軌から守るためである｡ しか し､この方法にはJきI】留かある.というのは､

価格や技純は絶えず変化するため､当該固定賢崖の利Jll価値は､このようtj:刀

法で償却 した価相よりも大きくなったり､逆に小さくなったりする場合が起こ

り得るからであるo Lたがって固定資本消耗の批別は､推計の行われる時点で

当該資産を男い換えた場合のコス ト(replacementcost)を基礎として計算す

べきである｡

ただし､計井を爽際に行 うのは四難である｡というのは､入手されるデータ

か､(多 くの場合)生産者か突隙に行 った城耗引当柳によっているためであるQ

にもかかわらず､資本財の価格水準に変化か認められるときには､ (企業)か

実際に行 った減耗塀に何らかの調整を加えることが望ましい.

国民勘定の立場か ら行われるこの種の調盤は､かなりの額にのぼり､誤差の

幅も大きいものとなるかもしれない｡

3-BIG.BEF蛙税および補助金 (一般的基準)

市場価格表示の倒加価値か ら間接税を控除し補助金を加えると､要東所得表

示の付加価値か得 られるt,

国民勘定における間接税は､これをLJi産着か ら政府に対する強制的支払とみ

な し､生産を行なう上での一種の文山として】取扱うO同様の理由か ら､補助金

は政府から生産者に対する連館移転とみなし､生産者における生産に関する所

得の付加朝 と考える.

SNAは､家引はLJi並に従可fせず､Li産勘定をもたない仕組みとみなして

いる｡ したがって､家別は政府に対 してEu)接税を嬉接支払うことはないし､ま

た補助金を受領することもない｡

3-C.財産所得

3-C-a.一般的定点

財産所得は､ある経済主体が他の経済主体の所有する金融資産､農地､その

他0)土地､あるいは著作権､特罰椿のようfj:佃形繁盛を班JT]する場合､これ ら

の挫JT]を原因としてJJiずる所得の移転(央際の移転および帰属計算による移転)

として定義される｡ もっとも代表的な財産所得は､金融資産､負債に的連 した

利子および配当金､土地､特許権､著作一櫓等に閲迎 した純貸貸料および特許料､

印税等である｡所持移転の形態は､経済の制度的構造および仕組みによって異

なる｡

利子､配当金､純賃貸料､特許料等のプロ-は､債権発生時点で記録される0

3-C-b.利子および配当金

利子は､ (1)銀行その他の預金､証券､債券､手形およびその他の信用供



- 55 -

与､ (2)売掛金および月掛金､取引先に対する前貸金および前借金､ (3)

生命保険の弊備金､年金遊金に対する家引0)持分等の金融的請求権に関 して生

した財産所得である｡

9-CIC.実貸科および特許使用料

原則として財産所村に引上すべき貨貸料は､ある経抗主体か他の経済主体の

JVr有する土地を利用することに雌 して生ずる挑債貸料である｡

財産所得に引上すべき土地の貨皆料は､原則として純賃貸料に限定される｡

賃貸料 (グロス ･ベースの貨漕利)のうち､取引きコス トに相当する部分は､

商品タイプのサー ビスの売児 として生産馳走に引上すべきであるO

土地の純貸頒料と同一のカテゴリーに属するものに､特許料などがあるqこ

れは特許権､両便棟､著作権､その地類イ以の独占的権利を使用する場合の代償

である｡

3-D.兼主所祥

3-D-a.民間の非法人 ･非金私企業

煮主所得は､営薬余剰から､当該企業が支払う財産ITr符を差引いた扶余であ

るOここでいう家副部門に含まれる民ILiI非法人企業の官業余剰は､業主所得と､

(要素所得の発生 した制度的部門勘定か ら支払われる)財産所得とか ら構成さ

れるC

財産所綿とは､企業の持主でない者に対 して支払われる､企業の関係から生

じた利息､賃貸料､および粘軒別等の支払残務､の合剤である｡ここでいう利

息は､企業目的で借入れた資金について生 したもの､または月掛金の決済の遅

延か らJJiじたものであるD貸渚料は､非地人企米のn;･軌に他Jrlされる農地､そ

の他の土地にl対辿 して発生するO梢染物､磯城穀櫛などの膚貸料は､企業のrl,

間消費に引上されるDまた特許料は､特許の対象物の生産､特許の対象となる

生産工程の使用､著作権の対象物の山版､放送等か ら生ずる｡

8-D-b.法人および革法人企兼

法人および準法人企業の兼主所得は､営業余剰か ら第二着に支払われる純財

産所得を差引き､さらに配当金を除いたものに等 しい｡

法人企業および弊紙人企業は､利子､貸賃料､特許料を坂村する場合かもち

ろんあるし､またこの種の財産所得を支払う義務を負う場合 もある (たとえば､

売掛金あるいは金融資産か らLLiずる利子の受俄､土地の賃貸料の取得等)｡た

だ し､政府企業 (準法人である非金融企業に分類される)の場合には､この種

の財産所得を受領する可能性は少ないD
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3-E.片手

粗投資の資本調達源は､貯嘗(上記の 2つの勘定を結びつける役目を果す)､

国定資本減耗引当､資本移駐､および免償の挑発LJ三街である｡拙技賢は､粗賀

本形成､土地の鈍脈入､その他の再生産不可純な有形資産､およびある種の如

形資産の純購入および金融資産の如取得から成る｡

3-E-a.定義

貯蓄は､居住者の線源的受取額の合剤か ら支払額の合計を引いた残高である.

貯昔の概念か らは､キャピタル ･ゲインおよびキャピタル ･ロスは除かれる｡

法人企兼の貯蓄の場合は､支払配当金を差引くO準法人企業 (非金融神位お

よび金融繊関)の貯蓄は､業主所得の引出しを蛙除 したものとする｡年金基金

の貯晋は基金の投資に使用されるが､その貯蓄o)金額は利子の形態で家計に移

転 (個人の持分として袋記)される｡-T̂-､LJi命保険会社の貯蓄は､保険会社

準備金に対する加入者の持分にくり入れられる利子を除いたものである0

3-E-b.補足データ

ある国の国民勘定に記録される法人および準法人の非金融企兼および金融故

関の貯蓄には､非居住者たる企業の支店ないし子会社の貯蓄 (留保された準所

得)が含まれる.

3-F.抽賢本多舷 (定義上の一般原則)

開放経済においては､海外か らの純資本移転が､持外か らの純借入れととt)

に､粗投資に対する一つの賢金調達源を形成する｡

3-G.土地､その他の再生産不可舵な有形賀意および特定の無形崇産

3-G-a.土地の地肌人

土地の概念には､地下の埋蔵物､森林､湖水を含むが､地上の構築物は含ま

ない｡

土地の開発および改良は､資本形成の一部として引上される.,

土地の売買は､居住者のruでのみ行われるという前提で処理するo非居住者

が土地を買 った場合は､名目的な屈住着機関を設けて､かかる機関が土地のJ所

有者となり､土地を購入 した外国人の所有者は､この名 目的な機関の正味資産

(土地の購入者価格に等 しい)を耽得するものと考える｡

｢土地の純購入｣の額には､売月取引に開通 した移転コス ト (Ill.介者の手数

料､名義変更等の法務サービス費用および調査費用等)は含まれないDかかる

移転コス トは､取引か行われた会計欄間の同定資本形成引上されるa
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3-G-b.他に分類されない再生産不可能な有形梁塵

土地以外の門生逓不可能IJ.L有形資産とは､共的品､骨董品､稀版本､切手､

頒幣などであるo

ただし､ある国の居住者たる芸紙家か新たに制作 した美術品のt)J回の取引は､

｢他に分封lされない再生産不可能な有形資産および紙JB資産の純購入｣には計

上せず､巌机のJJ推入省が家計である堵合には､耐久財に対する最終消費支山と

して､また倣初の購入者が産業､一般政)打または家別に准仕する民伯非営利団

体の也合には粗相足柴本形成 として､また戚加 の購入者7LJ(非居住者の切合には

輸HIとして計上 されるD新 しく作成された切手､旗幣､省籍等が､収集を目的

として初回に購入された場合 もrl様である｡

印LJi産不可能な有形賀鹿の購入代金は､服引にLW逃 したディラ- ･マージン

など移転食用を挫除 した朝を記入すべきであるOディラ- ･マージンなどの移

転コス トは､也固定資本形成に向りられるib1..r]n(サービス)の生産 として取扱

われるべきだか らである0

3-GIG.耕凍頼以外の無形架塞

加形資産のうち､その売月か負債 と対になっていない如Je資産は､この項目

にフローとして計上 される｡かかる如JE;出産の例としては､鉱業哩裁物の採掘

権､乱切雌､土地の貸借権､特許播､著作権､商機価等があげ られる｡

ここでいう細形資産の枇引は､これら神川権の一皮限りの移転 (譲渡､取紺)

等であるO (鉱業権､特許柵､著作鰍等のJUj限付き転袋などは､財産の売月で

はfi:いから加り巨資速の純順人とはみfj:されない｡)

jJLC形資産の一皮限 りの1&引は､固定賢産の売眉 と似た性質を もっているが､
これは当該資並の耐JTHmfiil中､これか ら吐ずる所得を地相 し､かつこれを自由

に処分する倫利か移転するからである｡

金融的消求価以外の加膨ft産の純購入軸は､了Ji生産不可能IiLl有形資産の取引

の域合 と同様､当披資産の鵬入代金から手数料､法務資Jr]およびその他の移転

食用を挫除 した観に等 しい｡上記の手数料､班劫焚川およびその他の移転費用

は､而▲品 (サービス)のLJi産 として】収扱われるべきものであり､粗産山に計上

される｡この拙遊山は､購入者のllJ間消光として処理 されるo

売月の当部者が居住者同志である場合には､国民経済全体 としては売買か相

互に相殺される結氷､海外か らの金融的請求櫛を除けば､知り臣資産の純購入額

か取引の合計額と等 しくなる｡

(往 :参考までに､支Luと生産 との関係を表A2に示す｡)



表^2.マクロのJJi産 ･支JII勘定

項 目 (通 称｣

雇用者所持 (貸金)

営業余剰 (利潤)

固定資本滅托 (減価債却)

間接税

｣虚像)補助金 -

超_国｣ヨ生産 -

民聞長終消費 (個人消費)

政府最終消費 (政府消費)

粗国内東本形成 (粗投資)

在席品増加 (在庫投資)

財貨 トt■スの輪LtI(輸山)

(控除 )財貨1-ヒ■ス屯二晩△

国内粗支山 .

海外か らの要素所得

⊥腰慮 )海外への嬰亀改良

紬国民生産

∵

･

･

∴

-

H

∴

(内払)鈴木(19fH))､93万による｡

(江)要素価格表示の国民所得- W+P+YlhYr2
市場価格表示の国民所得 - 要素価格表示の国民所得+T-Su b
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84.SNA休系における赦tと価格の比較

4-A.比較の稚頼

デフレーション､不変価格による推計等､数畳および価格の興時点間比較に

あたっては､比較o)内容をはっきりさせることか大切である｡

粕品に対する支山街のように､型翰的には支山朝を血的要東と価俺的安東に

分解 して比較できるものもあるが､このような分解が組敷だった り､如意味な

切合 もある｡

4-A-a.衰耗任用に関する比較

輿なる2JUHulの爽質消費 (たとえば食品の央質栴焚)を比較するには､次の

ような手続きが考えられる｡すなわち､

(1)消貸された食..'].,の種類を リス トし､

(2) リス トされた各種の食品の消資された数且を明 らかに し､

(3)各種類の食品についての評価益準 (たとえば基準時のIt1位あたり価格)

を決め､最後に､

(4)比較時の消資金和を益準峠の価格で丙評価 し､この合計額を基準時の泊

資金術で除する

という方法であるo

このJJ一法の結娘は､ (1)式に示す数且指数 (比較噂の数量を基準時の数量

で除 したものの加重平均)と解釈できるOこれは､ラスパイ レスの名称で親 し

まれている数丘変化のulJ定式である｡ウエイ トには､韮準崎の支出額比率を便

Jf]するO

∑(pDq小･(ql/qo))/∑poqD - ∑poql/ ∑poqo (1)

上記の方法には､型翰的にも火際的にも難点があるB

EJi的的にみた場合､古い方の時JUjを比較の韮準 とする (たとえば 0時点の価

格をもとにして数丘をaLu定する)必鶴的なJIA!山はない｡手続きを逆にして､新

しいJJ削UJOj価格をもとに測定 してもさしつかえないOすなわち､ (1)式のサ

フィックスのlと0を入れ替えて新 しい)的と並準峠か入れ替え､更に分子と分母

を逆にすると､下記 (2)0)如 く新 しい)yJを基準時とする指数か得 られるoこ

れは､数且梧数の加重調和平均と射 され､パーシェの数量指数 とよばれる .

∑pLql/∑(plql･(qo'ql)) - ∑plql/∑p'qB ･(2)

この場合のウエイ トは､新 しい時点の支山額比率であるD

基準時と比較峠の相対価格に変化かある場合､ラスパイ レス指数は一般にパ
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-シェ指数 と等 しくならない.両者の中間をとる便法として､両指数の曳何平

均 (ア-ビング ･フイソシIr-の現想指数と呼ばれる)を使うこともある｡

実枠上のW願 としては､政見の測定に燃 し､安当な11日立を選定するには難関

かあるoたとえば､臥 77.の欝的ならびに形態的な変化､新札 F.･bH現､旧敵 Pu

の消失､消費および価格の季節的なパターンの変化等々のため､しばしば荒 っ

ぽい測定Ifl位を用いな くてはならないことがある0

4-A-b.付加価せ

(a)商品生産

粗産出額実質俺の測定 も､原理的には食料品消女の実質借測定と何ら変ると

ころはない｡同様のことか創造共の巾品投入の央質借のallJ定についてもいえる｡

不変価格表示の(=日url価値初は､不変価格袈示の柵産山雑か ら不変価格表示の

商品投入額を差引 くことによって得 られる.,この方法は､ダブル ･デフレーシ

ョン方式とよばれる｡

不変価格表示の粗付加I価値の別井には､便法か用いられることがある｡この

便法は､産山額の故鹿指数を基坤時の付加価値に乗ずるもので､シングル ･デ

フレーション方式とよばれる｡

この方法は､投入産u係数行列が不変であるという仮定にたってお り､この

仮定か成 り立JL:ない壌合には､引算結果 (不変価格の付加価値額)にひずみが

生する.

(b)サービス活動

一般政府おJ:び民ELMr:営利団体を含むサービスの産Lu街は､これを的確に測

定することか難 しい｡そこで､サービスの産山額は､多 くの場合

最終消費 (全逓川桁)-デフレー トされた投入額 (労働投入を含む)

とみるか､あるいは､

耗産山額-労働の実質投入量

とみることを余儀な くされる.

サ-ビス活動は､その生産性向上の状況も判定が国対Eである｡

4-A-C.本渡的投入

労働投入を､価格要素と数丘安東とに分解することはそれほど困難ではないD

同様の分解を柴本の投入について行うことは､ヨリむずか しいrrq局を含/Vで

いる｡ しか し､たとえば､入手不可能な不変月番価格表示 (グロス ･ベース)

の有形固定賀産残高の概念を班えは､資本投入のおおまかな:近似値か符 られる

から､これを生産性の掛り定に使うことができる｡
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4-A-d.旺券

証静価格の指数を計渡 して､これから証券の残高を数且化することも可能で

である｡

4-A-C.所特と貯¥

所相の磁合には､比較に適当Ij:俳格指数が何であるかは必ず しも明白では/iL

いOよく址われる価格指数は桐資物価桁数(consumerprlCCIndex.CPI)である

か､そのウエイ トとしてどの硝安梢進を仕 うかは偵韮な考慮を必輩 とするO

家計貯蓄を資本財の価格桁数でデフレー トするのは適切ではないD貯蓄 (め

火賀朝)は､将米にくりのべ られた消貨数且であるから､デフレーターとして

はむ しろ消費物価指数を用いるべきであろう｡

41B.価格 とコス トの測定

4-a-a.生産者価額と購入者価額

並木仙術と両品税とを合剤すると､LJi産着佃掩表示の商品価観か得 られる｡

LJi盛者価格とは､両品か生逓春巻はなれる時 (輸入の場合は､商品が税的をは

なれる崎)の価格である｡

朽葉および迦輪は､マージン活動であるO術品の児い手は､商品価額の他に

マージン (Rb-業および選輪の代金)を支払うu したがって､生産者価額に商業

および迎輸マージンを;ulJえると､購入者伽格で評価された商品価値か得 られる0

4-a-b.Xの基本価頼

｢某の｣並木仙術とは､JJL産着仙朝ないし購入者仰朝o)産山朝か ら､直接に

支払われる尚.I.]r.税のほかに､投人物に対 して (垣接ないしru接に)支払われる

商品税をも地除 したものをいう｡換言すれば､

真の基本価繊-輩米食Jnの兇横軸+商品税以外のful接税
である0

,4-B-a.軍兼所柵価額

(a)近似価額

付加価値額か ら間接税 (補助金を姓除)を差引くと､斐紫所得価額 (あるい

は輩米貨IF]価街)の近似値か得 られる｡塵[11掛 ま要素所得で評価 し､また投入

餌は生産者LW縦ないし購入者価街によって評価 したものだか らであるO

(b)其の価鶴

上の別井で､生産者価繊ない しは雌入省価鯛からすべての間接税 (直接賦課

されるか､間接に脱離されるかをfZ･'Jわない)を控除すれば､ ｢真o)｣要素所得
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額が得られるoこの借は､要素所得額だけの累積か ら構成されている｡

4-C.価格壊近法と赦J接近綾

4-C-a 銘柄の相速の取扱

数農指数作系の綬定に際 しては､順々の数虞をしっか り把捉することに努力

すべきことは言 うまでもないが､しか し価格の把捉も同等に重要である｡教見

指数および価格指数を正しくmJrJすれば､軟風接近法によった腐食と同一の激

旦指数が得 られる苦だからである｡実際両では 2つの按近地を結合 し､相互に

補完させると有利である｡

突府には､大ぎっぱな数R (たとえば自動王riの台数､鉄鋼の トン数など)と､

同様に大ざっばな価格指数とが柑 られる場合が しばしばある｡ しか し､自動主f互

を例にとってもわかるように､次々と新型恥が現われたりモデル ･チェンジか

頻々と行われる結果､新 しいiliの平均的なJfjqはf_I-.i17･のそれとは･TF,に異lJ.-ったも

のになる｡同様なことは､ほとんどすべての商品に言えよう｡

価格および数充に関する大ぎっばな尺腔をヨリ精宙なものに改尊するには､

次のような一般原則か役に立つだろう.

(1)同一の商品でも異なった仰格で販売されているものは逢 う商品として取

扱 う｡

(2)伸一の価格と結びつ くような数旦Ili位を選ぶ｡

(3)美顔に行われている価格の耽り梅め方式を把捉するB

4-C-b.社食生産物

税械製造業､迎投薬のような産兼では､その生産物の柵威か雑多で､JJi産物

全件の価格を直接に比較することは不可能である｡このような場合､理想的に

は､生産物を価格がつかみやすいようIJ:標坤的な要素に分割 し､これら傑邸要

素を一定の組合せ (モデル)にまとめて､各組合せごとに価格系列を作成 して

比較を行 うことが望ましい.

4-C-C.南井および運輪の料金

都会で消費される農産物は､様々の拭油マージンが加拝されるため､同一度

の消斉でも田舎よりも高 く/i..るO農産物は､それがどこで消費されようと同額

に評価されるべきだとの反論もあるが､都会に居住することを選択 した人は､

旧合では裸価格で入手できる農産物の購入に対 して､両案サービスや運輸サー

ビスにもお金を使うことを選んだことを意味する｡ したがって､数量の洲定借

にもかかる通釈の結果か反映されて当然である｡
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4-D.価格据付と赦J柑iT
炎質LJi遮高に幽する倍数を作成するには､原則 として価格 と数且との両面か
ら接近する必蟹かあるCすなわち､直接赦免を洲定する方法と､価新系列を価
格系列で除 して側撲伯に政見系列をalIJ定する方法とを併用するのかよい｡
遊撃峠ウエイ トによる央質生産高指数の計井に物価階数を倣う必要かある場
合､物価指数は (厳軌 二は)比較時のウエイ トによるものでな くてほなら/iい｡
か､こa)点にあまりこだわる必娘はあるまいO炎轍には､韮準時ウエイ トの指
数を小心とし､これに比較時ウエイ トを若干加味するのかせいぜいだろうか ら
である｡

指数を作成するにあたって､完全なデータが少ない以上､爽殿的な安蛤はや
むを柑ないL,

何を樹機 として他用するかは､それぞれのメ リy卜を考慮 して決定すべきで
あるか､適当/i:倍増かない助合は､階数の対象粍甜そ0)ものを小さくするか､
目的とする価格系列か焼似価格系列 と同 じ動きを示す t)ojと仮定するか､のい
ずれか しかない｡

データ0)推別にあたって､多 くの人々によって詳細に諭ぜられる商品(など)
はそのウエイ トか小 さい場合で b多 くの岬I粗をかける反TLEi､他0)､ちJ:つと手
を加えれば鴨川に故替できるウェイ トの高い項ET(データの収集 も比較的簡単
で､大ざっばではあるか不可欠の伯傑)の改善には特例をかけることを怠る傾
向がある｡ しか し､これは再考の余地かあるDたとえば､銑鉄などのあまりウ
エイ トの拭 くない項目について精糖な分析を行 うよりは､石炭の質的変化につ
いてていねいIJ.-吟味をする方か立替であろう｡

4-D-a.純生産に関する赦Jt伶赦
純生産に朋する教皇指数は､次に述べる生産の諸段階で作成することかでき
る｡

(I)生産高 .質､その他の変化をできるだけ調整するD

(Ll)生産者による版売高 :(I)の指牒 (fli座高)と比較 した場合､在庫品
の変動か含まれる点が共なる｡

(nl)引放 し街 :iEJ*変動か調超されていないばか りでなく､ (L])と此へる
とタイムラグを含む点に問層かある｡

(lV)労働投入丘 ,労働生避性の変化を銅盤 しな くてはならない｡

4-D-b.最終支出に榊する政Jt指数
最終支出に鵬する数且指数は､次に述べる種々の側面に着 日して作ることが
できる｡

(1)質的変化およびその他の変化を調超 した､政経硝安者に対する販売数量O
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(打)小売貴著への引渡 し数且D

(Jtl)調蒐産山且 :消費を直接には引dlJできないが､生産数丘に調範を加える
ことによって間接的に嫡男を91rJ走できる場合がある｡

(Ⅳ)保税倉庫か らの倉tlJL且｡

(V)労働の投入丑｡

(Ⅵ)資本財の完成度 資本財のJii鹿は､当然最終諾要として言r上されるべき
であるか､ruJ厨はどの段階において引上するかにある｡原則として､固定
資本形成は完成ベ-スで､ul米高札の対象となる中IIB搬品は月い手の在柵
品として､その他の仕掛品は売手の在Iil:品として引上する.

(以上)




